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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
布製品の少なくとも１部分を次の工程の順序で洗浄するための方法であって、
ａ）前記布製品を洗浄又はすすぎをする工程、
ｂ）前記布製品を０．０２％乃至３％のヒドロラーゼ酵素および０．１－５０％の、エス
テルからなる前記ヒドロラーゼ酵素に対する、基質を含む組成物を含む洗浄液と接触させ
る工程であって、前記洗浄液の初期ｐＨがアルカリ性であり、前記ヒドロラーゼ酵素と前
記基質の総量が、前記洗浄液のｐＨを６．５以下にするのに充分であり、前記布製品を前
記洗浄液とを接触させた後少なくとも２分の間６．５以下のｐＨに下がる洗浄液前記洗浄
液に曝す工程、および
ｃ）前記布製品を洗浄又はすすぐ工程を含む、方法。
【請求項２】
前記洗浄液のｐＨが直線的に低下していくことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
布製品の少なくとも１部分を次の工程の順序で洗浄するための方法であって、
ａ）布製品を洗浄又はすすぐ工程、
ｂ）０．０２％乃至３％のヒドロラーゼ酵素および０．１－５０％の、エステルからなる
前記ヒドロラーゼ酵素に対する、基質を含む組成物を含む洗浄液と接触させる工程であっ
て、前記洗浄液の初期ｐＨがアルカリ性であり、前記ヒドロラーゼ酵素と前記基質の総量
が、前記洗浄液のｐＨを６．５以下にするのに充分であり、前記布製品を前記洗浄液とを
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接触させた後少なくとも２分の間前記洗浄液に曝す工程、及び
ｃ）前記布製品を洗浄又はすすぐ工程を含み、
前記接触が洗浄サイクルの間に生じる方法。
【請求項４】
前記洗浄液のｐＨが直線的に減少することを特徴とする、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
前記ｐＨが前記洗浄サイクルの最終の２５％乃至５０％の間に６．５以下に落ちることを
特徴とする請求項３に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は特に、洗浄製品中における動的ｐＨ制御のための方法及び組成物を提供する。
特に好適な態様において、前記組成物は、衣類を含む布製品の表面からシミを除去するこ
とに用いられる。幾つかの特に好適な態様において、本発明は動的ｐＨ制御を提供する酵
素の組合せを提供する。
【背景技術】
【０００２】
　洗剤及び他の洗浄組成物は通常活、活性成分の複雑な組合せを含む。例えば、大部分の
洗剤は、界面活性剤システム、洗浄のための酵素、漂白剤、ビルダー、泡抑制剤、汚れ懸
濁剤、汚れ放出剤、光沢剤、柔軟剤、分散剤、染料転移抑制剤、研磨剤、殺菌剤、及び香
料を含む。近年用いられている洗剤の複雑性にもかかわらず、完全に除去することのでき
ない不完全な洗浄に起因する着色（例えば、黄ばみ）及び審美性の減少等の問題がある。
これらの問題は低い洗浄温度と短い洗浄時間により増加（悪化する）ものである。更に、
多くのシミは繊維質物質の複合混合物から構成されており、炭化水素及び炭化水素誘導体
、遷移、及び細胞壁成分（例えば、植物物質、木、泥／クレイ米ベースソイル（シミ）及
び果物）の主に取り込みによる。これらのシミに対する製剤及び洗浄組成物を提供するこ
とは難しいことである。
【０００３】
　更に、染色された布は弱く、審美性が損なわれやすい傾向にある。この染色のロスは、
洗濯工程で付着し、特に洗濯機及び乾燥工程で付着する傾向にある。更に、布製品の使用
、着用、及び／又は洗浄及び乾燥のために機械的又は化学的作用を与える結果、布製品の
強度が低下する。従って、審美性のロスを最小限にするために効果的な洗浄手段が必要と
されている。
【０００４】
　従って、洗浄組成物の能力の改善にも関わらず、本分野において、汚れを除去し、色合
い及び表面を維持し、色移りを防止するための技術についての必要性が存在している。更
に、静電気防止、柔軟性、所望の表面色の維持、及び／又は布の摩耗性質、及び他の利点
を提供し、布製品に対する、抗シワ、抗毛玉、及び／又は抗縮み効果を提供するだけでな
く、引張強度を提供及び／又は維持するための洗剤及び／又は布ケア製品に対する需要が
存在する。
【０００５】
　発明の概要
　本発明はとくに、洗浄用製品において、動的ｐＨをコントロールするための方法及び／
又は組成物を提供する。特に好適な態様において、前記洗浄用組成物は衣類を含む布製品
の表面の汚れを除去することに用いることができる。洗浄において動的ｐＨをコントロー
ルすることは適したｐＨで成分の性能を十分に引き出してすぐれた洗浄を提供することに
なる。更に、（弱アルカリ性から酸性）の洗浄溶液のｐＨ変化は表面の汚れを変化させ、
高いｐＨでは除去されない特定の汚れを除去することとなる。
【０００６】
　更に、本発明は洗浄溶液のｐＨを少なくとも約７以下に落とすのに十分な量の、少なく
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とも１つの酵素及び１つの前記酵素に対する少なくとも基質を含む組成物を提供する。幾
つかの特に好適な態様において、本発明（例えば実施例３）で定義する方法はｐＨの低下
を評価するために用いることができる。幾つかの好適な態様において、前記ｐＨの低下は
約６以下のｐＨである。幾つかの代替的な態様において、前記酵素はペルヒドロラーゼ、
カルボキシレートエステルヒドロラーゼ、チオエステルヒドロラーゼ、リン酸モノエステ
ルヒドロラーゼ、リン酸ジエステルヒドロラーゼ、チオエーテルヒドロラーゼ、αアミノ
アシルペプチドヒドロラーゼ、ペプチドイルアミノ酸ヒドロラーゼ、アシルアミノ酸ヒド
ロラーゼ、ジペプチドヒドロラーゼ、ペプチドイルヒドロラーゼ、ペプシン、ペプシンＢ
、レンニン、トリプシン、キモトリプシンＡ、キモトリプシンＢ、エラスターゼ、エンテ
ロキナーゼ、カテプシンＣ、パパイン、キモパパイン、フィシン、トロンビン、フィブリ
ノリジン、レニン、スブチリシン、アスペルギロペプチダーゼＡ（ａｓｐｅｒｇｉｌｌｏ
ｐｅｐｔｉｄａｓｅ　Ａ）、コラーゲナーゼ、クロストリディオペプチダーゼＢ（ｃｌｏ
ｓｔｒｉｄｉｏｐｅｐｔｉｄａｓｅ　Ｂ）、カリクレニン、ガストリシン、カテプシンＤ
、ブロメリン、ケラチナーゼ、キモトリプシンＣ、アスペルギロペプチダーゼＢ（ａｓｐ
ｅｒｇｉｌｌｏｐｅｐｔｉｄａｓｅ　Ｂ）、ウロキナーゼ、カルボキシペプチダーゼＡ及
びＢ、アミノペプチダーゼ、リパーゼ、ペクチンエラスターゼ、並びにクロロフィラーゼ
から選択されるから選択される。幾つかの特に好適な態様において、前記ヒドロラーゼは
ペルヒドロラーゼ活性を有する少なくとも１つの酵素（例えば、本明細書で定義するペル
ヒドロラーゼ）を含む。更なる態様において、前記オキシダーゼはアルドースオキシダー
ゼ、ガラクトースオキシダーゼ、セロビオースオキシダーゼ、ピラノースオキシダーゼ、
から選択され、ソルボース基質はエステル部分を有する。幾つかの好適な態様において、
前記エステル部分を有する基質はエチルアセテート、トリアセチン、トリブチリン、ネオ
ドールエステル、エトキシレートネオドルアセテートエステル、ギ酸、酢酸、プロピオン
酸、酪酸、バレリアン酸、カプロン酸、カプリル酸、ノナン酸、デカン酸、ミリスチン酸
、パルミチン酸、ステアリン酸、及びオレイン酸から選択される。更なる態様において、
前記エステル部分を有する基質は式、Ｒ１Ｏｘ［（Ｒ２）ｍ（Ｒ３）ｎ］ｐで示され、
式中、Ｒ１はＨ又は、一級、二級、三級、又は四級アミン部分を含む部分であり、
前記Ｒ１部分がアミン部分を含む場合、置換又は未置換のアルキル、ヘテロアルキル、ア
ルケニル、アルキニル、アリール、アルキルアリール、アルキルへテロアリール、及びヘ
テロアリールから選択されるか、あるいは、Ｒ１が１乃至５０，０００炭素原子、１乃至
１０，０００炭素原子、又は２乃至１００炭素原子を含み、
各Ｒ２はアルコキシル部分であり、又は独立してエトキシレート、プロポキシレート、又
はブトキシレート部分であり、
Ｒ３は式、Ｒ４－ＣＯ－を有するエステル形成部分であり、前記Ｒ４はＨ又は置換又は未
置換のアルキル、アルケニル、アルキニル、アリール、アルキルアリール、アルキルへテ
ロアリール、及びヘテロアリールであるか、あるいは、Ｒ４は置換又は未置換のアルキル
、アルケニル、又は１乃至２２の炭素原子を含むアルキニル部分、置換又は未置換のアリ
ール、アルキルアリール、アルキルへテロアリール、あるいは、４乃至２２炭素原子を含
むヘテロアリール部分、又はＲ４は置換又は未置換のＣ１乃至Ｃ２２アルキル部分、ある
いは、Ｒ４は置換又は未置換のＣ１乃至Ｃ１２アルキル部分であり、
ｘはＲ１がＨである場合１であり、Ｒ１がＨでない場合、ｘはＲ１の中の炭素の数以下の
整数であり、
ｐはｘ以下の整数であり、
ｍは０乃至１２又は１乃至１２の整数であり、
ｎは少なくとも１である。
【０００７】
　更なる態様において、本明細書で定義する前記組成物は、組成物の重量に基づいて、約
０．０１乃至約９９．９のエステル部分を有する基質を含む。幾つかの好適な態様におい
て、前記組成物は組成物の総重量にもとづいて約０．１乃至約５０のエステル部分を有す
る基質を含む。更なる好適な態様において、前記組成物は更に少なくとも１つの過酸化水
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素の源及び／又は過酸化水素を含む。幾つかの好適な態様において、前記組成物は更に少
なくとも１つの補助的成分を含む。幾つかの好適な態様において、前記少なくとも１つの
補助的な成分は界面活性剤、ビルダー、キレート剤、染料転移抑制剤、析出抑制剤（ｄｅ
ｐｏｓｉｔｉｏｎ　ａｉｄｓ）、分散剤、追加的な酵素、及び酵素安定剤、触媒物質、漂
白活性剤、漂白向上剤、過酸化予備剤（ｐｒｅｆｏｒｍｅｄ　ｐｅｒａｃｉｄｓ）、重合
分散剤、泥汚れ除去及び／又は抗再付着防止剤、光沢剤、消泡剤、原料、香料、構造可塑
剤、布柔軟剤、担体、ヒドロトロープ、加工助剤、及び／又は染料から選択される。
【０００８】
　本発明は表面及び／又は布製品の少なくとも一部分を洗浄する方法を提供する。該方法
は表面及び／又は布製品の表面を洗浄及び／又はすすぐ任意の工程、本明細書で定義する
組成物の少なくとも１つ及び／又は本明細書で定義する組成物を含む洗浄液に前記表面及
び／又は布製品を接触させる工程、及び任意で前記表面を洗浄及び／又はすすぐ工程を含
む。幾つかの好適な態様において、前記表面及び／又は布製品は少なくとも約２分間の間
に約６．５以下のｐＨになる洗浄溶液に曝される。
【０００９】
　本発明は更に、表面及び／又は布製品の少なくとも一部分を洗浄する方法を提供する、
該方法は、表面及び／又は布製品を任意で洗浄及び／又はすすぐ工程、前記表面及び／又
は布製品を本明細書で定義する少なくとも１つの組成物及び／又は本明細書で定義するす
くなくとも１つの組成物を含む洗浄液と接触させる工程、及び任意で前記表面及び／又は
布製品を洗浄及び／又はすすぐ工程を含む。前記接触工程は洗浄サイクルにおいて行われ
る。幾つかの好適な態様において、前記洗浄液のｐＨはほぼ直線的に低下する。幾つかの
好適な態様において、前記洗浄溶液のｐＨは、洗浄サイクルの最後の２５％ないし５０％
の間に６．５以下に低下する。更なる態様において、前記表面及び／又は布製品は少なく
とも約２分間に約６．５未満のｐＨを有する洗浄液に曝される。
【００１０】
発明の詳細な説明
　本発明は動的ｐＨ制御のための方法及び組成物、特に洗浄用製品に関する。特に好適な
態様において、前記洗浄組成物は衣類を含む布製品の表面から汚れを除去することに用い
る。幾つかの好適な態様において、本発明は洗浄サイクル中で動的ｐＨをコントロールす
るための酵素の組合せを提供する。
【００１１】
　特に示さない限り、本発明の実施には、分子生物学、微生物学、タンパク質生成技術、
タンパク質工学、タンパク質及びＤＮＡの配列決定技術、及び組換えＤＮＡの分野での従
来技術を利用することがある。そのような技術は当業者の知識の範囲内であり、例えば、
Ｓａｍｂｒｏｏｋ　ｅｔ　ａｌ．，　ＭＯＬＥＣＵＬＡＲ　Ｃｌｏｎｉｎｇ：　Ａ　Ｌａ
ｂｏｒａｔｏｒｙ　Ｍａｎｕａｌ．　２ｎｄ　ｅｄ．，　Ｃｏｌｄ　Ｓｐｒｉｎｇ　Ｈａ
ｒｂｏｒ，　［１９８９］）；　及びＡｕｓｕｂｅｌ　ｅｔ　ａｌ．，　Ｃｕｒｒｅｎｔ
　Ｐｒｏｔｏｃｏｌｓ　ｉｎ　ＭＯＬＥＣＵＬＡＲ　ＢＩＯＬＯＧＹ＿，［１９８７］）
のような数多くの文献に記載されている。本明細書で用いる全ての特許、文献、及び刊行
物を参照により本明細書に援用する。
【００１２】
　更に、本明細書の見出しは本発明の各種側面及び態様を限定するものではない。本発明
の範囲は明細書全体を参照して理解すべきである。すなわち、以下の定義は本明細書全体
を参照することにより完全に定義される。しかしながら、本発明の迅速な理解のために、
用いる用語のいくつかを以下で定義する。
【００１３】
定義
　他の方法で定義しない限り、本明細書で用いる全ての技術的用語は本発明の属する技術
的分野における当業者が通常理解しているものと同様の意味を有する。例えば、Ｓｉｎｇ
ｌｅｔｏｎ　ａｎｄ　Ｓａｉｎｓｂｕｒｙ，　ＤＩＣＴＩＯＮＡＲＹ　ｏｆ　ＭＩＣＲＯ
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ＢＩＯＬＯＧＹ　ａｎｄ　ＭＯＬＥＣＵＬＡＲ　ＢＩＯＬＯＧＹ．　２ｄ　Ｅｄ．，　Ｊ
ｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　ａｎｄ　Ｓｏｎｓ，　ＮＹ　（１９９４）；　ａｎｄ　Ｈａｌｅ　
ａｎｄ　Ｍａｒｈａｍ，　Ｔｈｅ　ＨＡＲＰＥＲ　ＣＯＬＬＩＮＳ　ＤＩＣＴＩＯＮＡＲ
Ｙ　ｏｆ　ＢＩＯＬＯＧＹ．　ＨＡＲＰＥＲ　Ｐｅｒｅｎｎｉａｌ，　ＮＹ　（１９９１
）は当業者が利用する本明細書で用いる多くの用語の一般的な辞書である。本発明の実施
においては任意の類似の方法及び物質を用いることができるが、好適な方法及び物質を本
明細書で開示する。従って、以下で定義する用語の定義は本明細書全体を参照することに
より完全に理解されるであろう。本明細書において、１つの、及びこのという語は、特に
定義にしない限り複数物質をも含むことを意味する。特に定義しない限り、核酸配列は左
から右に向かって、５’末端から３’方向へと記載する。アミノ酸配列は左から右に向か
って、アミノ末端からカルボキシ末端へと記載する。当業者は各種等価物を用いることが
できるので、本発明を特定の方法、プロトコル、及び試薬に限定されないことは理解され
るであろう。
【００１４】
　本明細書において、それぞれの最大の数値限定はそれぞれのより低い数値限定を包含し
、それぞれのより低い数値限定が本明細書に記載するのと同様の効果を生じる。それぞれ
の最小の数値限定はより高い数値限定を含み、それぞれのより高い数値限定が本明細書に
記載してあるのと同様の効果を生じる。本明細書に記載のそれぞれの数値範囲は、それぞ
れの数値範囲の範囲内のより範囲の狭い数値範囲を含み、そのような数値範囲が本明細書
に記載されているのと同様の効果を生じる。
【００１５】
　本明細書において、「動的ｐＨ」の語は、洗浄中の洗浄システムのｐＨの変化を意味し
、前記洗浄システム中の少なくとも１つの基質に少なくとも１つの酵素が作用することで
生じる現象である。特に好適な態様において、前記動的ｐＨ条件は洗浄において有益であ
り、洗剤の洗浄性能を改善する。
【００１６】
　本明細書において、「漂白（ｂｌｅａｃｈｉｎｇ）」の語は物質を、漂白及び／又は洗
浄に適したｐＨ及び温度条件下で、前記物質又はその表面を十分な時間処理することを意
味する。漂白に好適な化学物質の例は、ＣｌＯ２、Ｈ２Ｏ２、過酸類、ＮＯ２等を含むが
これらに限定されない。
【００１７】
　本明細書において、「消毒（ｄｉｓｉｎｆｅｃｔｉｎｇ）」の語は、物の表面上の未生
物を抑制又は殺すだけでなく、表面から汚染物質を除去することを意味する。本発明を特
定の表面、モノ、あるいは除去される汚染物質又は微生物に限定することは意図しない。
【００１８】
　本明細書において、「ペルヒドロラーゼ」の語は、洗浄、漂白、及び／又は消毒等の製
品に適した、十分量の過酸を生成する反応を触媒することができる酵素を意味する。特に
好適な態様において、本発明のペルヒドロラーゼは非常に高い水素化対加水分解の割合を
提供する。これらの別個の酵素の高い水素化対加水分解の割合はこれらの酵素を幅広い製
品に適用することを可能にする。更に好適な態様において、本発明のペルヒドロラーゼは
区別可能な三次構造と一次配列により特徴付けられる。特に好適な態様において、本発明
のペルヒドロラーゼは区別可能な三次構造と一次配列を有している。幾つかの好適な態様
において、本発明のペルヒドロラーゼは区別可能な４次（４番目の）構造を有している。
幾つかの好適な態様において、本発明のペルヒドロラーゼはＭ．ｓｍｅｇｍａｔｉｓペル
ヒドロラーゼである。代替的な態様において、前記ペルヒドロラーゼは前記ペルヒドロラ
ーゼの相同体である。更に好適な態様において、前記ペルヒドロラーゼの単量体は、前記
単量体よりもよりよいペルヒドロラーゼ活性を有する多量体タンパク質を生産するために
加工される。しかしながら、本発明を特定のＭ．ｓｍｅｇｍａｔｉｓペルヒドロラーゼ、
このペルヒドロラーゼの特定の変異体、ＵＳ０４／４０４３８（参照により本明細書に援
用する）に含まれるペルヒドロラーゼの相同体に限定することを意図しない。
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【００１９】
　本明細書において、「パーソナルケア組成物」は洗浄、漂白、及び／又は髪、皮膚、頭
皮、及び歯を洗浄、漂白、及び／又は消毒するための製品を意味し、シャンプー、ボディ
ーローション、シャワーゲル、局所的な保湿剤、歯磨きペースト、及び／又は他の局所的
洗浄用品を含むがこれらに限定されない。幾つかの好適な態様において、これらの製品は
ヒトに用いる。他の態様において、これらの製品はヒト以外の動物のための請求項品に用
いる（例えば、獣医用製品）。
【００２０】
　本明細書において、「洗浄組成物」及び「洗浄用製剤」の語は、洗浄される物、例えば
、布、食器、コンタクトレンズ、他の固形物質、髪（シャンプー）、皮膚（石鹸及びクリ
ーム）、歯（マウスウォッシュ、歯磨きペースト）等、から好ましくない化合物を除去す
ることに用いる組成物を意味する。この語は、組成物が用いるペルヒドロラーゼ及び他の
酵素と相性がよい限り、所望の洗浄組成物の特定のタイプ及び製品の形態（例えば、液体
、ゲル、顆粒、又はスプレー組成物）について任意の物質／化合物を包含する。洗浄組成
物に用いる物質は、洗浄される表面、物質、又は布及び洗浄条件における組成物の所望の
形態を考慮して選択する。
【００２１】
　この語は更に、任意のオブジェクト及び／又は表面を洗浄、漂白、消毒、及び／又は滅
菌するのに適した組成物を意味する。この語は、例えば、液体及び／又は固形洗濯用洗剤
、及びオシャレ着洗い；ガラス、木、セラミック、及び金属カウンタートップ、及びガラ
ス等の硬表面用洗浄製剤；カーペットクリーナー、オーブンクリーナー；ファブリックリ
フレッシュナー；柔軟剤；及び、布製品及び洗濯用の染み抜き剤、食器用洗剤等の洗浄用
組成物を含むがこれらに限定されない。
【００２２】
　すなわち、本明細書で用いる「洗浄用組成物」の語は、他で定義しない限り、顆粒、又
は粉状の全ての目的に用いる洗剤又は強力洗浄製品、特に洗浄洗剤；液体、ゲル、又はペ
ースト状の全ての目的に用いる洗浄製品、特に、強力洗浄製品と呼ばれている製品（ＨＤ
Ｌ）；液体のデリケートな布製品のための洗剤；ハンドウォッシュ製品又は液体食器用洗
剤、特に高性能のもの；家庭用及び業務用の、タブレット、顆粒、液体、及びリンス剤を
含む食器洗い洗浄器用洗剤；抗菌タイプのハンドウォッシュ、クリーニングバー（ｃｌｅ
ａｎｉｎｇ　ｂａｒｓ）、マウスウォッシュ、歯磨き、車又はカーペットシャンプー、バ
スルームクリーナー等に用いる液体洗浄及び消毒剤；ヘアシャンプー及びヘアリンス、シ
ャワーゲル及びバスフォーム、及び金属洗浄剤、並びに漂白添加剤及び「ステインスティ
ック」又は前処理タイプ等の洗浄助剤を含む。
【００２３】
　本明細書において、「洗浄組成物」及び「洗浄用製品」は固形物の洗浄のための洗浄培
地中に用いるための混合物を意味する。幾つかの好適な態様において、この語は布製品及
び／又は衣類の洗浄に用いるものを意味する（例えば、洗濯用洗剤）。代替的な態様にお
いて。この語は食器、カトラリー等の洗浄に用いるものを意味する（例えば、食器用洗剤
）。本発明を任意の洗浄製剤又は組成物に限定することは意図しない。更に、ペルヒドロ
ラーゼに加えて、この語は界面活性剤、トランスフェラーゼ、ヒドロリティック酵素、酸
化還元酵素、ビルダー、漂白剤、漂白活性剤、青味剤、及び／又は蛍光染料、固形抑制剤
、マスキング剤、酵素活性剤、抗酸化剤、及び可溶化剤を含む洗剤を包含する。
【００２４】
　本明細書において、洗剤において用いる「高められた性能」の語は、標準的な洗浄サイ
クルの後で一般的な手法で評価した場合、漂白剤に感受性の強いシミ（例えば、草、紅茶
、ワイン、血液、汚れ物（ｄｉｎｇｙ）等）の洗浄が高まることであると定義される。特
に好適な態様において、本発明の酵素は着色したシミ及び汚れの酸化及び除去において高
められた性能を提供する。更なる態様において、本発明の酵素はシミの除去及び／又は脱
色において高められた性能を提供する。更なる態様において、本発明の酵素は脂質ベース



(7) JP 5486810 B2 2014.5.7

10

20

30

40

50

のシミ及び汚れの除去に高められた性能を示す。更なる態様において、本発明は食器又は
他のアイテムから汚れ及びシミを除去することにおいて高められた性能を示す。
【００２５】
　本明細書において、「硬表面洗浄組成物」の語は床、タイル、バス及びキッチンの固定
家具等の硬い表面を洗浄するための洗浄組成物を意味する。そのような組成物は、固形、
液体、エマルジョンを含むがこれらに限定されない任意の形態で提供される。
【００２６】
　本明細書において、「食器洗浄組成物」の語は、顆粒及び液体形態を含むがこれらに限
定されない、食器を洗浄するための組成物の全ての形態を意味する。
【００２７】
　本明細書において、「布製品洗浄組成物」の語は、顆粒、液体、及び棒状を含むがこれ
らに限定されない布製品を洗浄するための、全ての形態の洗浄組成物を意味する。
【００２８】
　本明細書において、「テキスタイル」の語は織物、人造繊維、毛糸として、または毛糸
に用いるのに好適な繊維、ニット、不織布等を意味する。この語は合成毛糸及び天然原料
から製造された毛糸も包含する。
【００２９】
　本明細書において、「テキスタイルマテリアル」の語は繊維、毛糸、それらの中間体、
及び布から作られた製品（例えば、衣類及び他の布製品）について用いられる一般的な意
味に用いる。
【００３０】
　本明細書において、「布製品、ファブリック」の語は任意のテキスタイルマテリアルを
包含する。従って、この語は、布製品、毛糸、繊維、不織布マテリアル、天然マテリアル
、合成マテリアル、及び他のテキスタイルマテリアルのほかに、衣類も包含する。
【００３１】
　本明細書において、「相性の良い」の語は、前記洗浄組成物が、通常の使用条件におい
て、ペルヒドロラーゼが、効果を発揮するように、その酵素活性を減らさないことを意味
する。具体的な洗浄組成物は以下で詳述する。
【００３２】
　本明細書において、「酵素の有効量」とは、特定の製品において必要とされる酵素活性
に達するのに必要な酵素の量を意味する。そのような有効量は当業者が容易に決定するこ
とができ、用いられる酵素変異体、洗浄製品、洗浄組成物中の成分、液体製品が必要か、
乾燥製品（例えば、顆粒又はバー）が必要か等の多くの因子に基づいている。
【００３３】
　本明細書において、「非布製品用洗浄組成物」の語は、硬表面洗浄組成物、食器洗浄組
成物、及びパーソナルケア組成物（例えば、口腔洗浄組成物、歯磨き用組成物、パーソナ
ルクリーニング組成物等）を含む。
【００３４】
　本明細書において、「口腔洗浄組成物」の語は、歯磨き剤、歯磨きペースト、歯磨きゲ
ル、歯磨き粉、マウスウォッシュ、マウススプレー、マウスゲル、チュインガム、トロー
チ剤、（薬品、食品）の小袋、タブレット、バイオゲル、予防用軟膏、歯科用治療溶液等
を意味する。本発明のペルヒドロラーゼを用いることができる口腔用組成物は当業者に知
られている（米国特許Ｎｏ．５，６０１，７５０及び５，９８９，５２６を参照のこと。
これらの文献を参照により本明細書に援用する。）。
【００３５】
　本明細書で用いる「酸化薬品」語は、任意の物質を漂白することができる薬品を意味す
る。前記酸化薬品は、漂白に適したｐＨ、及び温度で用いる。この語は過酸化水素及び／
又は過酸類を包含するがこれらに限定されない。
【００３６】
　本明細書で用いる「アシル」は有機酸基の名称であり、－ＯＨ基を取り除いた後のカル
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ボン酸残基である（例えば、塩化エタノール、ＣＨ３ＣＯ－Ｃｌはエタン酸、ＣＨ３ＣＯ
Ｏ－Ｈから形成される塩化アシルである）。個々のアシル基の名称は酸の「ｉｃ」を「ｌ
ｙ」で置き換えればよい。
【００３７】
　本明細書において、「アシル化」の語はアシル基（ＲＣＯ－）を分子内、通常－ＯＨ基
の活性水素に化学転化することを意味する。
【００３８】
　本明細書において、「トランスフェラーゼ」の語は機能的な化合物の基質の範囲への輸
送を触媒する酵素を意味する。
【００３９】
　本明細書において、「脱離基」とは、基質又は中間体を酵素と接触させて、キシルを中
間体へ修飾すること、又は中間体を最終物質に修飾することを意味する。幾つかの態様に
おいて、前記接触は基質又は中間体を適した酵素に直接曝すことで達成される。他の態様
において、前記接触は前記酵素を発見及び／又は分泌している微生物に前記基質又は中間
体を曝すこと、及び／又は所望の基質及び／又は中間体をそれぞれ所望の中間体及び／又
は最終生成物に代謝させることを含む。
【００４０】
　本明細書で用いる「洗剤安定性」の語は洗浄組成物の安定性を意味する。幾つかの好適
な態様において、前記安定性は洗剤の使用の間に評価され、他の態様ではこの語は「貯蔵
の間の安定性」を意味する。
【００４１】
　本明細書において、「タンパク質分解性の安定性」の語はタンパク質分解性を維持する
タンパク質の能力を意味する。タンパク質の安定性を評価する特定のプロテアーゼの使用
に本発明を限定することを意図しない。
【００４２】
　本明細書において、「酸化安定性」の語は、酸化条件下で機能するタンパク質の能力を
意味する。特にこの語は、各種Ｈ２Ｏ２及び／又は過酸の濃度下で機能するタンパク質の
能力を意味する。各種酸条件下での安定性は当業者に良く知られている方法及び／又は本
明細書で説明する方法で測定することができる。酸化条件下での酵素活性の半減期が酸化
化合物が存在しない条件下での酵素活性と比較したときに、少なくとも約５％以上増加又
は減少（たいていの場合は増加することが好ましい）していれば、酸化安定性が相当変化
しているということができる。
【００４３】
　本明細書において、「ｐＨ安定性」は特定のｐＨにおいて機能するタンパク質の能力を
意味する。通常、大部分の酵素はそれらが機能する限定的なｐＨ範囲を有している。中性
範囲のｐＨ（すなわち約ｐＨ７）で機能する酵素に加えて、非常に高い又は低いｐＨ条件
下で作用することができる酵素もある。各種ｐＨ安定性は当業者に良く知られている一般
的方法及び／又は本明細書で説明する方法で測定することができる。その酵素の最適ｐＨ
における酵素活性と比較して、酵素活性の半減期が約５％以上増加又は減少している場合
（たいていの場合は増加していることが好ましい）、ｐＨ安定性が相当変化しているとい
うことができる。しかしながら、本発明を特定のｐＨ安定性レベル又はｐＨ範囲に限定す
ることを意図するものではない。
【００４４】
　本明細書において、「熱安定性」の語は、特定の温度で機能するタンパク質の能力を意
味する。一般的に、大部分の酵素はそれらが機能する限定的な温度範囲を有している。中
程度の温度（例えば、室温）で作用する酵素の他に、非常に高い温度又は低い温度で作用
することができる酵素もある。熱安定性は既知の方法又は本明細書で説明する方法で測定
することができる。至適温度と違う温度（すなわち、より高い温度又はより低い温度）に
曝した偏に体の酵素活性の半減期が（至適温度のものよりも）約５％増加又は減少（たい
ていの場合増加が好ましい）しると熱安定性が相当変化しているということができる。し
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かしながら、本発明を特定の温度安定性のレベル又は温度範囲に限定することを意図して
いない。
【００４５】
　本明細書において、「化学薬品安定性」は酵素活性に好ましく影響する化学薬品に対す
るタンパク質（例えば、酵素）の安定性を意味する。いくつかの態様において、そのよう
な化学薬品は過酸化水素、過酸類、アニオン界面活性剤、カチオン界面活性剤、キレート
を含むがこれらに限定されない。しかしながら、本発明を特定の化学薬品安定性又は化学
薬品安定性の範囲に限定することを意図しない。
【００４６】
　本明細書において、「基質特異性の変化」は酵素の基質特性における変化を意味する。
幾つかの態様において、基質特異性の変化は、酵素変異体又は他の酵素組成物と比較して
観察されるＫｃａｔ／Ｋｍ比の間の違いによって構成される。試験する基質により、酵素
の基質特性は変化する。酵素の基質特性は異なる基質を用いた時の触媒効率を比較するこ
とによって決定される。一般的な特定の意図する基質に対して、より大きい比を有する変
異体酵素を生産することが好まれることから、基質特異性の評価は変異体酵素を評価する
ことに用いられる。例えば、本発明のペルヒドロラーゼ酵素は、従来、洗浄、漂白、及び
／又は消毒製品に用いられている酵素よりもエステル基質から過酸を生成する能力が高い
。本発明の他の例は、野性型と比較して、過酸洗剤において低い活性を有するペルヒドロ
ラーゼである。本発明の他の態様は、酢酸よりも疎水性のアシル基においてより高い活性
を有するペルヒドロラーゼである。しかしながら、本発明を特定の基質又は特定の基質特
異性に限定することを意図しない。
【００４７】
　本発明の明細書で用いる、「…からなる群から独立して選択される」の語は、参照する
マーカシュグループから選択される部分又は構成要素が同じでも、異なっていてもよく、
任意の混合物でもよいことを意味する。
【００４８】
　化学組成物について、「置換された」の語は、置換される有機化合物又はラジカルが
（ａ）少なくとも１つのエレメント又はラジカルの排出により不飽和となること、又は
（ｂ）ある化合物又はラジカルの少なくとも１つの水素が１つ以上の（ｉ）炭素、（ｉｉ
）硫黄、（ｉｉｉ）窒素、（ｖ）ハロゲン原子、で置き換わること、並びに
（ａ）及び（ｂ）の両方である、ことを意味する。
【００４９】
　上の（ｂ）で説明した水素を置換する部分（それらは炭素及び水素原子を含む）は炭化
水素部分であり、アルキル、アルキニル、アルキルジエニル、フェニル、アルキルフェニ
ル、ナフチル、アンスイル、フェナフチル、フルオレニル、ステロイド基、及びこれらの
組合せ、並びにアルキレン、アルキルジエン、アルキリデン基等の多価炭化水素基との組
合せを含むがこれらに限定されない。（ｂ）で説明する水素を置換する酸素原子を含む部
分は、ヒドロキシ、アシル、又はケト、エーテル、エポキシ、カルボキシ、及びエステル
含有基であるがこれらに限定されない。（ｂ）で説明する水素を置換する硫黄含有部分は
硫黄含有、及び酸エステル基、チオエーテル基、メルカプト基、及びチオケト基を含むが
これらに限定されない。（ｂ）で説明する水素を置換する窒素含有部分はアミン基、ニト
ロ基、アゾ基、アンモニウム基、アミド基、イソシアネート基、シアノ基、及びニトリル
基を含むがこれらに限定されない。上の（ｂ）で説明する水素を置換するハロゲン原子含
有部分はクロロ、ブロモ、フルオロ、ヨード基、及び安定な置換部分を形成するためにハ
ロ基により置換された、水素、またはペンダントアルキルをなる前述の部分のいずれかで
ある。
【００５０】
　（ｂ）（ｉ）乃至（ｂ）（ｖ）部分のいずれかは１価置換ではお互いに置換することが
でき、多価置換では水素を喪失して有機化合物又はラジカルの水素を置換することができ
る他の１価部分を形成する。
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【００５１】
　本明細書において「精製された」及び「単離された」の語はサンプルから不純物を除去
することを意味する。例えば、所望の酵素は、溶液又は調製物中に存在する前記所望の酵
素以外の、汚染物質であるタンパク質及び他の化合物を除去することで精製される。幾つ
かの態様において、所望の組換え酵素はバクテリア又は糸状菌宿主細胞内で発現され、戦
記所望の組換え酵素は宿主細胞成分を除去することにより精製される。このことによりサ
ンプル中の所望の組換え酵素の含量が多くなる。
【００５２】
　本明細書において「所望のタンパク質」の語は解析され、同定され、及び／又は修飾さ
れるタンパク質（例えば、酵素又は「所望の酵素」）を意味する。組み換えタンパク質の
ほかに天然タンパク質も本発明に用いることができる。
【００５３】
　本明細書において、「タンパク質」の語は当業者にタンパク質でると認識されている、
アミノ酸から構成される化合物を意味する。「タンパク質」、「ペプチド」、及び「ポリ
ペプチド」の語は本明細書において互換的に用いられる。前記ペプチドがタンパク質の一
部分であるかどうかは当業者が文脈を考慮して判断することができる。
【００５４】
　本明細書において、機能的に及び／又は構造的に類似のタンパク質は「関連タンパク質
」であると考えられる。幾つかの態様において、これらのタンパク質は有機体の分類間の
差も含めて、異なる属及び／又は種由来であってもよい（例えば、バクテリアタンパク質
と糸状菌タンパク質）。幾つかの態様において、関連タンパク質は同じ種由来でもよい。
すなわち、本発明を特定の源由来の関連タンパク質に限定することは意図しない。更に、
「関連タンパク質」の語は三次構造の相同体及び／又は一次配列の相同体を包含する（例
えば、本発明の酵素）。更なる態様において、この語は免疫学的に相互活性のあるタンパ
ク質を包含する。幾つかの特定の好適な態様において、本発明の関連タンパク質は非常に
高い加水分に対するペルヒドロ化の割合を示す。
【００５５】
洗浄及び洗剤組成物
　本発明の洗浄組成物は任意の好適な形態で提供される。例えば、希釈された液体、乳液
上、ゲル、ペースト等である。固形洗剤組成物が用いられる場合、前記洗剤は顆粒に製剤
化されることが好ましい。好ましくは、前記顆粒は保護剤を追加で含み製剤化される（１
９９１年１月１７日に出願された米国係属出願Ｎｏ．０７／６４２６６９参照のこと。該
文献を参照により本明細書に援用する。）。同様に、幾つかの態様において前記顆粒は、
洗浄媒体の中で顆粒が分解する速度を減らすための物質を含むように製剤化される（米国
特許Ｎｏ．５、２５４、２８３参照のこと。該文献を参照により本明細書に援用する。）
。更に、本発明のペルヒドロラーゼ酵素は基質及び酵素の局所的濃度が高くなることによ
って酵素の影響が高められる（例えば、米国特許出願ＵＳ２００３／０１９１０３３参照
のこと。該文献を参照により本明細書に援用する。）。
【００５６】
　本発明に用いることができる酵素及び酵素変異体の多くは各種洗浄組成物の製剤化に有
用である。既知の化合物の数はこれらの組成物に有用な、適した洗剤である。それは、非
イオン性、アニオン、カチオン、両イオン性の洗剤を含む（例えば、米国特許Ｎｏ．４，
４０４，１２８及び４，２６１，８６８参照のこと）。適した洗浄製剤は米国特許Ｎｏ．
５，２０４，１０５（本明細書に援用する）に記載されているものである。当業者は洗浄
組成物として用いることができる別の製剤も理解している。
【００５７】
　本明細書において、幾つかの好適な態様において、本発明の洗浄組成物はアニオン、非
イオン性、及び両性、並びに洗浄組成物に用いることが良く知られている表面活性剤（即
ち、界面活性剤）を含む。本発明に有用な幾つかの界面活性剤は英国特許出願Ｎｏ．２０
９４８２６Ａに記載されている。該文献を参照により本明細書に援用する。
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【００５８】
　本発明の洗浄組成物に用いるのに適したアニオン界面活性剤は直鎖又は分岐鎖のアルキ
ルベンゼンスルホネート、直鎖又は分岐鎖のアルキル基又はアルケニル基を有するアルキ
ル又はアルケニルエーテルスルフェート、アルキル又はアルケニルスルホネート、オレフ
ィンスルホネート、アルカンスルホネート等を含む。アニオン界面活性剤に好適な対イオ
ンはナトリウム及びカリウム等のアルカリ金属イオン、カルシウム及びマグネシウム等の
アルカリ土類金属、アンモニウムイオン、及び炭素数２又は３のアルカノール基を１乃至
３有するアルカノールアミンを含む。
【００５９】
　本発明に用いることができる両性界面活性剤は４級アンモニウム塩スルホネート、ベタ
インタイプ両性界面活性剤等を含む。そのような両性界面活性剤は同じ分子内に正及び負
の電荷を有している。
【００６０】
　本発明に用いることができる非イオン性界面活性剤は、高級脂肪アルカノールアミド、
又はそれらに付随するアルケニルオキシド、脂肪酸グリセリンモノマー等のほかに、通常
、ポリオキシアルキレンエーテルを含む。
【００６１】
　幾つかの態様において、本発明の洗浄組成物に含まれる界面活性剤又は界面活性剤の混
合物は前記洗浄組成物の総重量に対して約１重量パーセント乃至約９５重量パーセントの
量で用いられ、好ましくは約５重量パーセント乃至約４５重量パーセントの量で用いられ
る。各種態様において、数多くの他の成分が本発明の組成物に含まれる。これらは以下で
説明する。しかしながら、本発明を特定の実施例に限定することを意図するものではない
。すなわち、更なる成分が本発明の組成物に用いられてもよい。以下の説明は幾つかの最
適な例を示すものである。
【００６２】
　本発明のタンパク質、特にペルヒドロラーゼ及び他の酵素は、通常、粉末化されるか、
ｐＨが３乃至１２．０の液体洗剤の中に用いられ、（重量により）約０．０１乃至約５％
（好ましくは０．１％乃至０．５％）の量で用いられる。幾つかの態様において、これら
の洗浄洗剤組成物は、ビルダー及び安定剤の他に、更に他の酵素（例えば、プロテアーゼ
、アミラーゼ、マンナーゼ、ペルオキシダーゼ、酸化還元酵素、セルラーゼ、リパーセ、
クチナーゼ、ペクチナーゼ、ペクチンリアーゼ、キシラナーゼ、及び／又はエンドグルカ
ナーゼ）を含む。すなわち、加水分解活性を有する任意の酵素を単独及び／又は他の酵素
と組み合わせて本発明に用いることができる。
【００６３】
　典型的な洗浄組成物に加えて、本発明のペルヒドロラーゼ変異体も、天然又は野生型酵
素が用いられる任意の目的に使用できることが理解される。従って、そのような変異体は
、例えば、固形及び液体石鹸製品、食器洗浄製品、表面洗浄製品、コンタクトレンズ洗浄
溶液又は関連製品、廃棄物処理、布製品用製品、消毒剤、スキンケア、オーラルケア、ヘ
アケア等に用いることができる。すなわち、本発明のペルヒドロラーゼ変異体の用途を特
定の用途に限定することは意図しない。例えば、本発明のペルヒドロラーゼ変異体は（野
生型又はみしゅうしょくのペルヒドロラーゼと比較して）免疫原性を減らし、洗浄組成物
の性能を向上させるために各種製品に用いることができる。
【００６４】
　従来の洗浄組成物にタンパク質を添加することは、特定の使用限定を設けるものではな
い。言い換えれば、洗剤に適した任意の温度及びｐＨはｐＨが酵素が活性を有する範囲内
であり、温度がタンパク質を変性させない限り、本発明の組成物にも適している。更に、
本発明のタンパク質は洗剤を含まない、洗浄、漂白、及び消毒組成物にも、単独、又は過
酸化水素の源、アエステル基質、（例えば、用いるシステムに添加された、または前記シ
ステムが有しているエステル基質、即ちエステル（類）を含むシミ）、他の酵素、界面活
性剤、ビルダー、安定剤等と組み合わせて用いることができる。すなわち、本発明を特定
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の製剤又は製品に限定することを意図しない。
【００６５】
発明の詳細な説明
　本発明は、動的ｐＨ制御、特に洗剤製品中の動的ｐＨ制御に関する方法及び組成物を提
供する。特に好適な態様において、前記洗浄組成物は衣類を含む布製品表面から汚れを除
去することに用いる。幾つかの好適な態様において、本発明は動的ｐＨ制御をするための
酵素の組合せを提供する。すなわち、加水分解、又はペルヒドロ化活性を有する任意の酵
素を、単独で及び／又は他の酵素と組み合わせて本発明に用いることができる。
【００６６】
　自動洗濯機で布製品を洗濯することが知られている。標準的な自動洗濯器の操作は少な
くとも１つの洗浄サイクル、前記洗浄サイクルから大部分の洗浄液を除去するための少な
くとも１回のスピンサイクル、最終サイクル、及び最終スピンサイクルを含む。
【００６７】
　布製品から汚れ及びシミを除去するために、洗浄及び／又はリンスサイクルの間に洗浄
ドラムの中に洗剤（例えば、界面活性剤及びビルダー）が添加される。しかしながら、布
製品のケアに有用な薬品（例えば、柔軟剤、風合い改善剤、シワ防止剤等）は、柔軟剤が
洗浄溶液中に存在する成分により阻害されることを防ぐために、洗浄サイクルではなくす
すぎサイクルの間に、添加される。これらの物質の幾つか（例えば、香料、光沢剤、布ケ
ア剤、及び／又はシミ放出剤）はその利益を提供するために、布に付着する。幾つかの場
合、これらの物質が布に付着するのを最大化する。
【００６８】
　一般的に、洗浄サイクルの初期の間の洗浄液のｐＨは高い、通常、７以上及び大部分の
場合、少なくとも９である。すなわち、それは１０．５乃至１２．５の範囲になることも
あり、場合によっては、より高くなることもある。しかしながら、本発明の幾つかの態様
において、所望の最終ｐＨは６以下である。洗浄及び／又はすすぎサイクルのｐＨは洗浄
サイクルよりも低くなるが、７より低くなることはない。ｐＨ６以下のリンスサイクルが
用いられているけれども、これは一般的なことではない。自動洗濯皇帝は洗浄サイクルに
含まれる複合洗浄組成物について、及び単一の洗浄サイクルに各種タイプの布製品を含む
ことから、特別な技術が要求されるのである。
【００６９】
　洗濯洗浄組成物は消費者に受け入れられるものである上に、技術的及び経済的に魅力的
なものである必要がある。特に、油シミ及び／又は漂白可能なシミの除去のための洗濯洗
剤の開発が続けられている。この分野は改善が必要な分野であるが、効果的に性能を改善
する洗濯洗浄組成物における成分のタイプは最も高価な成分（例えば、漂白剤）となる傾
向がある。本発明は、費用効率の高い方法で洗濯洗剤の性能を改善するための組成物及び
方法を提供する。
【００７０】
　更に、本発明は汚れ物の効果的な洗浄のために適した組成物及び方法を提供する。自動
洗濯機による洗濯における問題は洗浄のあとで布製品の上に顆粒残渣が付着するという問
題を含んでいる。更に、衣類の着用の間、これらは体の表面及び布表面に付着して更に、
汚れを体積していく。これらの残渣はしばしば布製品を黒ずませ及び／又は白又の色彩の
布製品において、ディンギーな（薄汚い）風合いをかもし出す。残渣が付着することによ
って布製品の表面からシミを除去することが更に難しくなる。本発明はこのような薄汚い
布製品を洗浄することができ、更に従来の組成物よりも効果的にこれらを洗浄することが
できる。
【００７１】
　洗濯洗剤における異なる活性の最適ｐＨは大きく異なり、汚れた布製品の洗浄において
、ｐＨに依存する活性を利用しなければならないことから、汚れた布製品の洗浄において
幅広いｐＨ条件で効果的に機能することができる組成物が必要とされる。本発明のペルヒ
ドロラーゼ酵素は、本発明の幾つかの態様において、過酸漂白をすることに用いることが
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でき、エステル基質からｐＨを低める酸を生成することに用いることができる。幾つかの
態様において、これらのエステル基質は固形で存在し、他の態様では、組成物生物又は洗
浄好適に添加される。特に好適な態様において、表面活性エステルは布製品及シミの表面
に付着し、所望の漂白効果を発揮する。従って、前記シミ及び／又は布製品の表面に大き
な親和性を有する本発明により提供される酵素は局所的な表面漂白及び酸生成を促進する
。中適度のアルカリ性の製剤は約８．２のｐＫａｓを有する特定の成分（例えば、過酸）
及び界面活性剤の活性及び溶解性を高める。エステルのヒドロラーゼ切断は、ｐＨを低め
る酸を生成し、脂肪酸を溶解し、酸性ｐＨで最適な活性を有する洗浄成分の性能を向上さ
せる。
【００７２】
　幾つかの特に好適な態様において、ペルヒドロラーゼ、界面活性剤エステル、トリアセ
チン、ペルオキシド、及び／又は最小の界面活性剤ビーズを汚れ物の洗浄に用いる。幾つ
かの態様において、前記汚れ物は体の汚れを含む。幾つかの態様において、前記汚れた布
製品は適切な緩衝システムで滴定して、酵素が酸を生成する能力を十分に発揮させるため
にアルカリｐＨにする。本明細書において、性能試験はＮｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　
ｍｅｒｉａｎ　ｗａｓｈ　条件で行う。本発明により提供される酵素漂白及び動的ｐＨ製
剤は体の汚れを含む製品のための市販の液体洗剤よりも性能が優れている。幾つかのより
好適な態様において、酵素の添加は５分遅れる（即ち、１２分の洗浄サイクルの５分後に
ヒドロラーゼを添加する）。基質及びペルヒドロラーゼは洗浄サイクルの初め洗濯機に導
入する。
【００７３】
　幾つかの態様において、本発明はエステル基質から過酸を生成する酵素及び過酸化水素
を利用する。幾つかの好適な態様において、前記基質はギ酸、酢酸、プロピオンさん、酪
酸、バレアリン酸、カプロン酸、カプリル酸、ノナン酸、デカン酸、ドデカン酸、ミリス
チン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、及びオレイン酸を含む。重要なことは、本発明は
幅広いｐＨ及び温度において効果的な洗浄、漂白、及び消毒をするための手段を提供する
。
【００７４】
　幾つかの態様において、前記ｐＨの範囲は４乃至１２である。代替的な態様において、
前記温度範囲は５乃至９０℃の間である。これまで用いられている、漂白が過酸化水素の
指摘ｐＨで可能であるシステム（例えば、ＥＰ出願８７－３０４９３３９）よりも有利で
あるだけでなく、中性ｐＨ、酸性ｐＨ、及び低い温度において有利な方法を提供する。本
明細書において、本発明は洗濯及び布ケアについて最も十分に開示しているが、本発明を
これらに限定することを意図するものではない。すなわち、本発明は洗濯、布製品の処理
、パーソナルケア製品、消毒製品、及び硬表面洗浄用製品を含むがこれらに限定されない
、動的ｐＨ制御が好まれる、過酸類及び／又は過酸化水素による漂白を行う各種環境に用
いることができる。
【００７５】
　古くは、過ホウ酸ナトリウム、近年においては、過炭酸ナトリウムが、特に洗濯製剤に
おいて、漂白成分として用いられてきた。この成分は水溶液において活性漂白成分である
過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）を素早く生成する。過ホウ酸ナトリウムは８０℃以上の温度でよ
り活性が高くなり、４０乃至６０℃（即ち、１９５０年代最も一般的に洗濯組成物におい
て好ましいとされていた温度）では活性が低いので、過ホウ酸ナトリウムを含む洗浄組成
物には漂白活性剤が含まれていた。すなわち、大部分の洗濯用洗剤は漂白活性剤を含んで
いた。これらの活性剤は、求核性ヒドロペルオキシアニオンと強く反応して、ペルオキシ
酢酸を生成するＯ－又はＮ－結合したアセチル基を有する化合物である。反応種はヒドロ
ペルオキシアニオンであるので、過酸に対するこれらの活性剤に効果的な条件はアルカリ
ｐＨでなければならない。前記ペルヒドロキシ酢酸は弱塩基培地で分解され、酸素となる
（例えば、Ｈｏｆｍａｎ　ｅｔ　ａｌ．，Ｊ．　Ｐｒａｋｔ。　Ｃｈｅｍ．，３３４：２
９３－２９７［１９９２］参照）。
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【００７６】
　過酸化水素は高い温度（例えば、４０℃以上）及びｐＨ（１０以上）で特に効果できて
ある。このような条件は幾つかの条件における布製品の洗浄に用いられている。しかしな
がら、上で示したように、冷たい水での洗浄はより一般的に用いられるようになりつつあ
り、このような条件は、温水洗浄よりも、Ｈ２Ｏ２による漂白効果が低い。この低い温度
での不利益を克服するために。洗剤は通常、ＴＡＥＤ（Ｎ，Ｎ，Ｎ‘，Ｎ’－テトラアセ
チルエチレンジアミン）、ＮＯＢＳ（ノナノイルベンゼンスルホネート）等の漂白向上剤
を含む。これらの漂白向上剤はＨ２Ｏ２と一緒になってＨ２Ｏ２単独よりもより効果的で
ある過酸種を形成する。これは洗浄における漂白能力を助けることができるが、ＴＡＥＤ
反応効率はたった５０％であり、ＴＡＥＤの中の４つのアセチル基の２つが過酸に転化さ
れるのみである。更に、過酸化水素によるＴＡＥＤの過酢酸への転化はアルキルｐＨ及び
高温でのみ有効である。従って、ＴＡＥＤ反応は全ての漂白製品（例えば、中性又は酸性
ｐＨ及び低温で用いられるものを含む）に用いることができない。本発明はこのようなＴ
ＡＥＤの使用による不利益を克服する手段を提供する。例えば、本発明は中性又は酸性ｐ
Ｈレベルを含むものだけでなく低温で用いられる製品にも使用することができる。更に。
本発明は、加水分解に対するペルヒドロ化の割合の高い、過酸化水素から過酸を生成する
手段を提供する。
【００７７】
　更に、本発明のペルヒドロラーゼ及び／又はヒドロラーゼ酵素は各種アシル供与体基質
において、低い基質濃度であっても、活性であり、高い過酸：酸の比により十分にペルヒ
ドロ化する手段を提供する。即ち、加水分解に対しするペルヒドロ化の割合が高いことは
漂白製品において好ましい（例えば、米国特許Ｎｏ．５，３５２，５９４、５，０３０，
２４０、３，９７４，０８２、及び５．２９６．６１６参照のこと。これらの文献を参照
により本明細書に援用する）。幾つかの好適な態様において、本発明のペルヒドロラーゼ
酵素は１以上の加水分解に対するペルヒドロ化の比を提供する。幾つかの好適な態様にお
いて、前記ペルヒドロラーゼ酵素は１より大きい加水分解に対するペルヒドロ化の割合を
提供し、漂白に用いられる。
【００７８】
　更に、前記酵素は従来用いられている洗剤（例えば、Ａｒｉｅｌ　Ｆｕｔｕｒ、ＷＯＢ
等）においても活性がある。したがって、本発明は各種洗浄環境において多くの利益を提
供する。
【００７９】
　前述のように、酵素的パルヒドロ化による過酸生成にじゅうような成分は酵素、エステ
ル基質、及び過酸化水素である。過酸化水素は直接又はバッチに添加されるか、またはそ
の場で生成される。近年用いられている粉洗剤では自然分解されてＨ２Ｏ２を生じる過カ
ルボン酸塩、及び過ホウ酸塩の形態で、Ｈ２Ｏ２をバッチに添加する。本発明のペルヒド
ロラーゼ酵素は、同様の洗剤を製造する方法にＨ２Ｏ２の源として用いることができる。
しかしながら、これらの酵素は、化学的、電気化学的、及び／又は酵素的手段により生成
された他の好適なＨ２Ｏ２の源と一緒に用いてもよい。化学的源の例は、前述の過カルボ
ン酸塩、過ホウ酸塩であり、電気化学的源の例は酸素及び水素ガスを供給した燃料電池で
あり、酵素的例はグルコースオキシダーゼによるグルコース反応からＨ２Ｏ２を生成する
ことを含む。以下の式は、本発明に用いる幾つかのシステムの例である。
【式１】
【００８０】
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　このシステムは、このシステムのｐＨを低める酸を生成する。Ｈ２Ｏ２及び酸を好適な
基質から生成する任意の酵素が本発明に用いることができるので、本発明を特定の酵素に
限定することは意図しない。例えば、酪酸と酸素からＨ２Ｏ２を生成することが知られて
いるラクトバシルス種由来の乳酸参加酵素が本発明に用いることができる。すなわち、本
発明の方法の１つの利点は酸を生成させることによって、塩基性溶液のｐＨを過酸が漂白
において効果を発揮するｐＨの範囲にまで落とすことである。過酸化水素を生成すること
ができる他の酵素（例えば、カルボヒドレートオキシダーゼ、アルコールオキシダーゼ、
エチレングリコールオキシダーゼ、グリセロールオキシダーゼ、アミノ酸酸化酵素等）も
、エステル基質とともに、本発明のペルヒドロラーゼ酵素と組み合わせて過酸を生成する
ために用いることができる。過酸化水素を生成しないで基質から酸を生成する酵素も本発
明に用いることができる。そのような酵素の例としては、エステラーゼ、リパーゼ、フォ
スフォリラーゼ、クチナーゼ、プロテアーゼを含むがこれらに限定されない。幾つかの好
適な態様において、エステル基質は、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、バレアリン酸、
カプロン酸、カプリル酸、デカン酸。ドデカン酸。ミリスチル酸、パルミチン酸、ステア
リン酸、及びオレイン酸を含む。従って、本明細書において、本発明は従来用いられてい
る洗剤並びに他の製品の製剤化のための方法及び組成物に対して明確に有利なものを提供
する。
【００８１】
ペルヒドロラーゼ活性
　微生物由来の酵素は長い間使用されている。すなわち、数多くの微生物が本分野におい
て知られている。例えば、米国特許Ｎｏ．５，２４０，８３３（参照により本明細書に援
用する）はＣ．ｏｘｙｄａｎｓから得られたトランスアシラーゼ活性の説明をその生成物
を提供する。米国特許Ｎｏ．３，８２３，０７０（参照のより本明細書に援用する）はｎ
－パラフィンから特定の脂肪酸を生成するＣｏｒｙｎｅｂａｃｔｅｒｉｕｍを開示する。
米国特許Ｎｏ．４，５９４，３２４（参照により本明細書に援用する）はアルケンを酸化
するＭｅｔｈｙｌｃｏｃｕｓ　ｃａｐｓｕｌａｔｕｓを開示する。更なる生体触媒も知ら
れている（例えば、米国特許Ｎｏ．４，００８，１２５及び４，４１５，６５７参照のこ
と。これらの文献を参照により本明細書に援用する）。ＥＰ０２８０２３２はジオール及
び酢酸のエステルの反応からモノアセテートを生成するＣ．ｏｘｙｄａｎｓ酵素の使用を
開示する。プロキラルジオールからキラルなヒドロキシかルボキシル酸を製造するＣ．ｏ
ｘｙｄａｎｓ酵素の使用を開示する文献もある。Ｃ．ｏｘｙｄａｓｎの培養、及びＣ．ｏ
ｘｙｄａｎｓトランスアシラーゼの活性、この酵素の調製及び生成は米国特許Ｎｏ．５，
２４０，８３５を参照のこと。したがって、この酵素のトランスエステル化能力（ほとん
どの場合、酢酸エステルを用いる）は当業者に知られている。しかしながら、この酵素が
ペルヒドロ化反応を行うことができるといいうことはこれまで予測されていなかった。さ
らに、より驚くべきことには、これらの酵素はペルヒドロ化反応に非常に高い効率を示し
た。例えば、トリブチリン及び水の存在下で、この酵素はブチル酸を生成する。一方、ト
リブチリン、水、及び過酸化水素の存在下で、この酵素は、多くのペルブチル酸とわずか
なブチル酸を生成するように働く。この加水分解に対する高いペルヒドロ化の比は、本発
明のペルヒドロラーゼクラスが有する独特の性質であり、リパーゼ、クチナーゼ、エステ
ラーゼのいずれも有していない性質である。
【００８２】
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　本発明のペルヒドロラーゼは幅広いｐＨ範囲及び温度範囲で活性を示し、アシル転位に
関して幅広い基質を用いることができる。前記基質は水（加水分解）、過酸化水素（ペル
ヒドロ化）、及びアルコール（クラシカルアシルトランスファー）を含む。ペルヒドロ化
測定のために、酵素は、過酸化水素の存在下でエステル基質と一緒に特定の温度でインキ
ュベートされる。ペルヒドロ化の測定に用いる典型的な基質はエチルアセテート、トリア
セチン、トリブチリン、エトキシ化ネオドル（ｎｅｏｄｏｌ）アセテートエステル等のエ
ステルを含む。更に、野生型酵素はニトロフェニルエステルの短鎖酸を加水分解する。後
者は酵素の濃度を特定するための基質に便利である。過酸及び酢酸は本明細書で説明する
方法で測定することができる。ニトロフェニルエステルの加水分解も本明細書で説明する
。
【００８３】
　本発明の発展の間に用いる主な例はＭ．ｓｍｅｇｍａｔｉｓペルヒドロラーゼであるが
、過酸化水素の存在したでエステルの大部分を過酸に転化する任意の源由来のペルヒドロ
ラーゼも本発明に用いることができる。幾つかの特に好適な態様において、本発明に用い
るペルヒドロラーゼはＵＳ０４／０４０４３８（ＷＯ０５／０５６７８２）に記載のペル
ヒドロラーゼペルヒドロラーゼである。該文献を参照により本明細書に援用する。
【００８４】
　幾つかの好適な態様において、脂肪族及び／又は芳香族カルボン酸及びアルコールが本
発明のペルヒドロラーゼ及び／又はヒドロラーゼ酵素とともに用いられる。幾つかの好適
な態様において、前記基質エステルは、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、カプ
ロン酸、カプリル酸、ノナン酸、デカン酸、ドデカン酸、ミリスチル酸、パルミチン酸、
ステアリン酸、オレイン酸の１つ以上から選択される。更なる態様において、トリアセチ
ン、トリブチリン、ネオドルエステル、及び／又はエトキシカネオドルエステルが過酸／
酸製剤のアシル供与体として用いられる。
【００８５】
　本発明の幾つかの好適な態様において、脂肪族及び／又は芳香族カルボキシル酸を含む
エステル及びアルコールが本発明の製剤の製造においてペルヒドロラーゼ及び／又はヒド
ロラーゼ酵素とともに用いられる。幾つかの好適な態様において、前記基質エステルは、
ギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、バレアリン酸、カプロン酸、カプリル酸、ノナン酸、
デカン酸、ドデカン酸、ミリスチル酸、パルミチン酸、ステアリン酸、オレイン酸の１つ
以上から選択される。従って、幾つかの好適な態様において、少なくとも１つのペルヒド
ロラーゼ及び／又はヒドロラーゼ、少なくとも１つの過酸化水素源、及び／又は少なくと
も１つの酸エステルを含む洗剤が提供される。
【００８６】
ヒドロラーゼ活性
　本明細書で説明するペルヒドロラーゼに加えて、エステル結合の上に作用するカルボキ
シレートエステルヒドロラーゼ、チオエステルヒドロラーゼ、フォスフェートモノエステ
ルヒドロラーゼ、及びフォルフェートジエステルヒドロラーゼ；ペプチド結合に作用する
α－アミラーゼのアシルペプチドヒドロラーゼ、ペプチドイルアミノアシドヒドロラーゼ
、アシルアミノヒドロラーゼ、ジペプチドヒドロラーゼ、及びペプチドイルペプチドヒド
ロラーゼを含むがこれらに限定されない各種ヒドロラーゼが本発明に用いられる。そのよ
うなヒドロラーゼは単独で、又はペルヒドロラーゼと組み合わせて本発明に用いる。これ
らの中で好適なものはカルボキシエステルヒドロラーゼ、及びペプチドイルペプチドヒド
ロラーゼである。好適なヒドロラーゼは（１）ペプチドイルペプチドヒドロラーゼクラス
に属するプロテアーゼ（例えば、ペプシン、ペプシンＢ、レニン、トリプシン、キモトリ
プシンＡ、キモトリプシンＢ、エステラーゼ、エンテロキナーゼ、カテプシンＣ、パパイ
ン、キモパパイン、フィクチン、トロンビン、フィブリノリジン、レニン、スブチリシン
、アプペルギロペプチダーゼＡ、コラーゲナーゼ、クロストリジオペプチダーゼＢ、カリ
ケリン、ガストリシン、カテプシンＤ、ブロメリン、ケラチナーゼ、キモトリプシンＣ、
ペプシンＣ、アスペルギロペプチダーゼＢ、ウロキナーゼ、カルボキシペプチダーゼＡ及
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びＢ、及びアミノパプチダーゼ）；（２）カルボキシエステラーゼ、リパーゼ、ペクチン
エステラーゼ、及びクロロフィラーゼを含むカルボキシエステルヒドロラーゼ；及び（３
）加水分解に対するペルヒドロラーゼの比が高い酵素を含む。これらの中で特に効果的な
ものはリパーゼ、加水分解対ペルヒドロ化の比の高い酵素、本発明のペルヒドロラーゼの
１次構造、２次構造、３次構造、及び／又は４次構造の特徴を利用してタンパク質修飾さ
れたエステラーゼ、クチナーゼ、及びリパーゼである。
【００８７】
　目的に応じた量でヒドロラーゼは製剤に取り込まれる（処方される）。好ましくは０．
００００１乃至５重量パーセント、より好ましくは０．０２乃至３重量パーセントの量で
製剤中に取り込まれる。この酵素は粗精製酵素単独又は他の酵素との組合せ及び／又は洗
浄組成物の他の成分と組み合わせて製造された顆粒形態で用いる。粗精製酵素の顆粒は精
製酵素分が顆粒中に０．００１乃至５０重量％の割合で用いられる。この顆粒は０．００
２乃至２０及び好ましくは０．１乃至１０重量％で製剤に用いられる。幾つかの態様にお
いて、前記顆粒は酵素保護剤及び溶解遅延剤物質（すなわち、使用の間に顆粒の溶解を調
節する物質）を含むように製剤化される。
【００８８】
　使用するときに、本発明のペルヒドロラーゼは洗浄溶液中に約０．０１ｐｐｍ乃至１０
０ｐｐｍの濃度で存在する。幾つかの好適な態様において、ペルヒドロラーゼは約０．１
乃至１０ｐｐｍの間の濃度で存在する。
【００８９】
オキシダーゼ活性
　本発明の洗浄粗はカルボキシレートオキシダーゼ、即ち、カルボキシレートのモノマー
、ダイマー、トリコデルママーカー又はオリゴマー等のカルボキシレート基質を酸化し、
酸素分子を還元して過酸化水素を生成する酵素、を含む。
【００９０】
　好適なカルボキシレートオキシダーゼはアルドースオキシダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類ＥＣ
１．１．３．９）、ガラクトースオキシダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類ＥＣ１．１．３．９）、
セロビオースオキシダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類ＥＣ１．１．３．２５）、ピラノースオキシ
ダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類ＥＣ１．１．３．１０）、ソルビオースオキシダーゼ（ＩＵＰＡ
Ｃ分類ＥＣ１．１．３．１１）及び／又はヘキソースオキシダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類１．
１．３．５）、グルコースオキシダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類ＥＣ１．１．３．４）、並びに
こえらの混合物からなる群より選択される。即ち、式、酵素＋基質→酸＋Ｈ２Ｏ２、で示
される反応を生じる任意のオキシダーゼが本発明に用いられる。
【００９１】
　酵素分野の当業者は国際生化学分子生物学連合（ＩＵＢＭＢ）の命名法に基づき、ＥＣ
１．１．３．．．、ＥＣ１．２．３．．．、ＥＣ１．４．３．．．．、及びＥＣ１．５．
３．．．．に分類されている酵素が類似の酵素であり、本発明に有用であることを理解し
ている。
【００９２】
　幾つかの態様において、好適なカルボキシレートオキシダーゼはアルドースオキシダー
ゼ及び／又はガラクトースオキシダーゼを含む。基質特異性が幅広いことから、アルドー
スオキシダーゼがとり好ましい。アルドースオキシダーゼは、Ｄ－アラビノース、Ｌ－ア
ラビノース、Ｄ－セロビオース、２－デオキシ－Ｄ－ガタクトース、２－デオキシ－Ｄ－
リボース、Ｄ－フルクトース、Ｌ－フコース、Ｄ－ガラクトース、Ｄ－グルコース、Ｄ－
グリセロ－Ｄ－グルコ－ヘプトース、Ｄ－ラクトース、Ｄ－リキソース、Ｌ－リキソース
、Ｄ－マルトース、Ｄ－マンノース、メレジトース、Ｌ－メレジトース、パラチノース、
Ｄ－ラフィノース、Ｌ－ラムノース、Ｄ－リボース、Ｌ－ソルボース、スタキオース、ス
クロース、Ｄ－トレハロース、Ｄ－キシロース、及びＬ－キシロース等のようなカルボキ
シヒドレートの単量体、二量体、三量体、及び多量体の全てに活性を示す。
【００９３】
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　幾つかの好適な態様において、好適なカルボキシレートオキシダーゼはＷＯ９９／３１
９９０に記載されている、Ｍｉｃｒｏｄｏｃｈｉｕｍ　ｎｉｖａｌｅ　ＣＢＳ１００２３
６により生成されるポリペプチド、又は配列番号２で定義されるアミノ酸、又はそれらの
アナログである。更に、基質特異性の範囲が広く、より効率的にカルボキシレートを除去
する能力があるもの及び多様なカルボキシレートが本発明に用いられる。例えば、ガラク
トースオキシダーゼはＤ－ガラクトース、ラクトース、メリビオオース、ラフィノース、
及びスタキロースに作用し、セロビオースオキシダーゼはセロビオース、のほかセデキス
トリン、ラクトース、及びＤ－マンノース、に作用し、ピラノースオキシダーゼはＤ－グ
ルコースのほか、Ｄ－キシロース、Ｌ－ソルボース、及びＤ－グルコース１．５－ラクト
ース、ソルボースオキシダーゼはＬ－ソルボースのほか、Ｄ－グルコース、Ｄ－ガラクト
ース、及びＤ－キシロースに作用し、ヘキソースオキシダーゼはＤ－グルコースのほか、
Ｄ－ガラクトース、Ｄ－マンノース、マルトン、ラクトース、及びセロビオースに作用す
る。
【００９４】
　好適なヘキソースオキシダーゼはＷＯ９６／３９８５１（例えば、実施例１乃至６参照
のこと）に記載されているものを含む。好適なピラノースオキシダーゼはＷＯ９７／２２
２５７（例えば、１頁、２８行目から１９頁、４行目、４頁、１３行目から５頁、１４行
目、及び１０頁、３５行目乃至１１頁、２４行目参照のこと）に記載のものを含む。
【００９５】
　好適な態様において、本発明の洗浄組成物は、洗浄組成物の前重量に対して、約０．０
００１乃至約１０％、好ましくは約０．００１乃至約２０％、より好ましくは約０．００
５乃至約０．１％の量で、精製カルボキシレートオキシダーゼを含む。
【００９６】
　本発明に用いる追加的な酵素はガラクトースオキシダーゼ（ノボザイムＡ／Ｓ）、セロ
ビオースオキシダーゼ（Ｆｅｒｍｃｏ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ、Ｉｎｃ．）、ガラク
トースオキシダーゼ（シグマ）、ピラノースオキシダーゼ（宝酒造）、ソルボースオキシ
ダーゼ（ＩＣＮ　Ｐｈａｒｍａｃｅｕｔｉｃａｌ，Ｉｎｃ．）、及びグルコースオキシダ
ーゼ（ジェネンコーインターナショナル）を含む。
【００９７】
　更なる態様において、糖、グルコース、及び／又はガラクトースを含む基質を前記組成
物に添加して、触媒の漂白作用を高める。
【００９８】
追加的な洗剤成分
　追加的な成分も本発明の洗浄組成物に用いられる。前記成分は以下で詳述するが、本発
明の洗浄組成物をこれらに限定することは意図しない。即ち、このような成分は本発明の
目的の必須要素ではなく、以下で列挙する非限定的な成分は、洗浄組成物に用いるのに通
常適しているとされているものであり、本発明の特定の目的のため、例えば、漂白性能を
改善させるため、洗浄する物資をトリートメントするため、又は香料、着色料、顔料等を
もちいて洗浄組成物の美観を改善するために用いる。このような成分は本発明の酵素、過
酸化水素、及び／又は過酸化水素原、並びにエステル部分を有する基質に添加される。こ
れらの追加的な成分の正確な性質及び添加量は組成物の物理的形状、意図する洗浄用途の
性質により決定される。好適な追加的な成分は界面活性剤、ビルダー、キレート剤、着色
転移抑制剤、付着剤、分散剤、追加的な酵素、及び酵素安定剤、触媒物質、漂白活性剤、
漂白向上剤、調製済の過酸、ポリマー性の分散剤、泥汚れ除去／再付着防止剤、光沢剤、
消泡剤、顔料、香料、構造可塑剤、柔軟剤、担体、ヒドロトロープ類、加工助剤、及び／
又は染料を含む。以下の説明に加えて、好適な成分及び添加量は米国特許Ｎｏ．５，５７
６，２８２及び６，３２６，３４８、及び６，３２６，３４８に記載のものを含む。これ
らの文献を参照により本明細書に援用する。前述の追加的な成分は本発明の洗浄組成物と
バランスをとり組成物中に処方される。
【００９９】
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界面活性剤
　幾つかの態様において、本発明の洗浄組成物は少なくとも１つの界面活性剤及び／又は
界面活性剤システムを含み、前記界面活性剤は好ましくは非イオン界面活性剤、アニオン
界面活性剤、カチオン界面活性剤、両性界面活性剤、両イオン界面活性剤、及びこれらの
混合物から選択される。
【０１００】
カチオン界面活性剤及び長鎖脂肪酸
　本発明の幾つかの態様において、カチオン界面活性剤及び、飽和又は脂肪酸塩、アルキ
ル又はアルケニルエーテルカルボキシル酸塩、スルホ脂肪酸塩又はエステル、アミノ酸タ
イ界面活性剤、リン酸エステル界面活性剤、３乃至４のアルキル置換及び１つのフェニル
置換アルキル置換を有する４級アンモニウム塩を含む長鎖脂肪酸が用いられる。好適なカ
チオン界面活性剤及び長鎖脂肪酸塩は英国特許出願Ｎｏ．２０９４８２６Ａに記載されて
いる。該文献を参照により本明細書に援用する。幾つかの態様において、前記組成物は約
１乃至約２０重量パーセントの両で前記カチオン界面活性剤及び長鎖脂肪酸塩を含む。
【０１０１】
ビルダー
　本発明の幾つかの態様において、前記組成物は約０乃至約１０重量パーセントの１つ以
上のビルダーを含む。前記ビルダーは、リン酸塩、ホスホン酸塩、フォスフォノンカルボ
キシレート（ｐｈｏｓｐｈｏｎｏｃａｒｂｏｘｙｌａｔｅｓ）、アミノ酸の塩、高分子量
アミノポリ酢酸塩の電解液、非解離性ポリマー、ジカルボン酸塩、およびアルミノシリケ
ート塩のいずれかの化合物のアルカリ金属塩、アルカノールアミン塩から成る群より選択
される。好適な２価の金属イオンキレート剤は英国特許出願Ｎｏ．２０９４８２６Ａに記
載されている。該文献を参照により本明細書に援用する。
【０１０２】
　更なる態様において、本発明の組成物はトリエタノールアミン、ジエタノールアミン、
モノエタノールアミン、及びトリイソプロパノールアミン等有機化合物のほかに、約０乃
至約１０重量パーセントのシリケート、カルボネート、及びスルホネート、１つ以上のア
ルカリ金属塩をアルカリ又は無機電解質として含む。幾つかの態様において、本発明の洗
浄組成物は１つ以上のビルダー及び／又はビルダーシステムを含む。ビルダーを用る場合
、その含量は相対的に低い（例えば、約０％乃至約１０％のビルダーが本発明の洗浄組成
物に添加される）。
【０１０３】
　各種態様において、ビルダーはアルカリ金属、ポリリン酸のアンモニウム及びアルカノ
ールアミン塩、アルカリ金属シリケート、アルカリ土類及びアルカリ金属カルボネート、
アルミノシリケートビルダーポリカルボキシレート化合物、エーテルヒドロキシポリカル
ボキシレート、無水マレイン酸とエチレン又はビニルメチルエーテルとのコポリマー、１
，３，５－トリヒドロキシベンゼン－２，４，６－トリスルホン酸、カルボキシメチルオ
キシコハク酸、各種アルキル金属、エチレンジアミンテトラ酢酸及びニトロテトラ酢酸等
のポリ酢酸のアンモニウム及び置換アンモニウム塩、並びにメリト酸、スクシニル酸、ク
エン酸、オキシジスクシニル酸、ポリマレイン酸、ベンゼン１，３，５－トリカルボン酸
、カルボキシメチルオキシスクシニル酸等のポリカルボキシレート及びこれらの可溶な塩
を含む。
【０１０４】
キレート剤
　幾つかの態様において、本発明の洗浄組成物は少なくとも１つのキレート剤を含む。好
適なキレート剤は銅イオン、及び／又はマンガンキレート剤、及びこれらの混合物を含む
。
【０１０５】
　幾つかの好適な態様において、本発明の洗浄組成物は少なくとも１つのキレート剤を、
前記洗浄組成物の総重量に対して、約０．１％乃至約１５％、又は約０．５乃至約５％の
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重量で含む。
【０１０６】
付着剤
　幾つかの態様において、本発明の洗浄組成物は付着剤を含む。好適な付着剤はポリエチ
レングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリカルボキシレート、ポリテレフタル酸
等の汚れ放出ポリマー、カオリナイト、モントモリロナイト、アタプルギライト、リライ
ト、ベントナイト、ハロサイト、及びこれらの混合物等のクレイを含む。
【０１０７】
再付着防止剤
　本発明の更なる態様において、約０．１乃至約５重量パーセントの、ポリエチレングリ
コール、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、及びカルボキシメチルセルロー
スの１つ上が再付着防止剤として含まれる。幾つかの好適な態様において、カルボキシメ
チルセルロース及び／又はポリエチレングリコールの組合せが本発明の組成物の汚れ除去
組成物として有用である。
【０１０８】
染料転移抑制剤
　更なる態様において、本発明の洗浄組成物は１つ以上の染料転移抑制剤を含む。好適な
ポリマー性染料転移抑制剤はポリビニルピロリドンポリマー、ポリアミンＮ－オキシドポ
リマー、Ｎ－ビニルピロリドン及びＮ－ビニルイミダゾールのコポリマー、ポリビニルオ
キサゾリドン、及びポリビニルイミダゾール、並びにこれらの混合物を含むがこれらに限
定されない。
【０１０９】
　前記染料転移抑制剤を本発明の組成物に添加する場合、洗浄組成物の総重量に対して、
通常約０．０００１乃至約１０％、０．０１乃至約５％、又は約０．１乃至約３％の量で
含まれる。
【０１１０】
分散剤
更なる態様において、本発明の洗浄組成物は分散剤を含む、好適な水溶性有機金属はホモ
－又はコポリマー酸又はそれらの塩を含み、ポリカルボン酸の場合には、２炭素原子以下
にお互いに分離しているカルボキシルラジカルを少なくとも２つ含んでいる。
【０１１１】
酵素
　更なる態様において、本発明の洗浄組成物は、更に１つ以上の洗浄酵素を含む。前記洗
浄酵素は洗浄能力の向上及び／又は布製品のケアのために前記組成物に添加される。好適
な酵素の例としては、ヘミセルラーゼ、ペルオキシダーゼ、プロテアーゼ、メタロプロテ
アーゼ、セルラーゼ、キシラナーゼ、リパーゼ、フォスフォリラーゼ、エステラーゼ、ク
チナーゼ、ペクチナーゼ、ケラチナーゼ、リダクターゼ、オキシダーゼ、フェノールオキ
シダーゼ、リポオキシゲナーゼ、リグニナーゼ、プルラナーゼ、タンナーゼ、ペントサナ
ーゼ、マラナーゼ、マンナンアーゼ、セルラーゼ、β－グルコシダーゼ、アラビノシダー
ゼ、ヒアルロニダーゼ、コンドロイチナーゼ、ラッカーゼ、及びアミラーゼ、又はこれら
の混合物を含む。幾つかの態様において、前記組合せは適用可能な酵素の混合物である（
例えば、プロテアーゼ、リパーセ、クチナーゼ、及び／又はセルラーゼがアミラーゼと共
に用いられる）。
【０１１２】
酵素安定剤
　洗剤に用いることができる酵素は各種施術によって安定化される。本発明の幾つかの態
様において、イオン等を酵素に提供する最終組成物において、カルシウム及び／又はマグ
ネシウムの水溶性の源の存在によって安定化される。
【０１１３】
触媒金属複合体
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　更なる態様において、本発明の洗浄組成物は少なくとも１つの触媒金属複合体を含む。
幾つかの態様において、銅、鉄、チタニウム、ルテニウム、タングステン、モリブデン、
又はマンガンカチオン等の漂白触媒活性を有する遷移金属カチオンスズ又はアルミウムカ
チオン等の僅かな漂白活性を有するか又は漂白活性を有しない予備的な金属カチオン、及
び触媒及び予備的な金属カチオンにある程度の安定度定数を有するキレート剤、特にエチ
レンジアミンテトラ酢酸、エチレンジアミンテトラ（メチレンフォスホン酸）、並びにこ
れらの水溶性塩を含む触媒シス的を含む漂白触媒を含む洗浄組成物が本発明に用いられる
（米国特許Ｎｏ．５，５７６，２８２参照のこと。該文献を参照により本明細書に援用す
る）。
【０１１４】
　幾つかの態様において、本発明の組成物はマンガン化合物により触媒される。そのよう
な化合物及びその添加量は本発明の当業者に知られている（例えば、米国特許Ｎｏ．５，
５７６，２８２に記載のマンガンベース触媒を参照のこと。該文献を参照により本明細書
に援用する。）。
【０１１５】
　コバルト漂白触媒も本発明に用いることができる。これらの組成物は当業者に知られて
いる（例えば、米国特許Ｎｏ．５，５９７，９３６及び５，５９５，９６７参照のこと）
。そのようなコバルト触媒は既知の方法で容易に調製することができる（例えば、米国特
許Ｎｏ．５，５９７，９３６及び５，５９５，９６７参照のこと。）。
【０１１６】
　幾つかの態様において、本発明の組成物は少なくとも１つのマクロポリサイクリックリ
ジッドリガンド（ＭＲＬ）の遷移金属複合体を含む。実際には、前記組成物及び洗浄工程
は水溶性の洗浄媒体中に活性ＭＲＬ類が少なくとも１ｐｐｍのオーダーで存在するように
調節可能であり、通常約０．００５ｐｐｍ乃至約２５ｐｐｍ、より好ましくは約０．０５
ｐｐｍ乃至約１０ｐｐ、最も好ましくは約０．１ｐｐｍ乃至約５ｐｐｍのＭＲＬが洗浄液
中に存在する。
【０１１７】
　幾つかの態様において、遷移金属漂白触媒における好適な遷移金属は、マンガン、鉄、
又はクロミウムを含む。幾つかの更なる態様において、本発明に用いる好適なＭＲＬは５
，１２－ジエチル－１，５，８，１２－テトラアザビシクロ［６．６．２］ヘキサデカン
等の架橋固定された非常に強固なリガンドタイプのものである。
【０１１８】
　好適な遷移金属ＭＲＬは既知の方法で容易に調製することができる（例えば、ＷＯ００
・３３２６０１）、及び米国特許Ｎｏ．６，２２５，４６４参照のこと（これらの文献を
参照により本明細書に援用する。）。
【０１１９】
漂白剤
　幾つかの態様において、本発明は本発明のペルヒドロラーゼとソディウムペルカルボネ
ート、ソディウムペルボレート、ソディウムスルフェート／過酸化水素付加物、及びソデ
ィウムクロライド／過酸化水素付加物、及び／又はスルホネートフタルシアニンの亜鉛又
はアルミニウム塩等の光感受性のある漂白顔料等の追加的な漂白剤を組み合わせて使用す
る方法を提供する。追加的な態様において、本発明のペルヒドロラーゼは漂白向上剤（例
えば、ＴＡＥＤ及び／又はＮＯＢＳ）と組み合わせて用いられる。
【０１２０】
青味剤及び蛍光顔料
　本発明の幾つかの態様において、青味剤及び／又は蛍光顔料が洗浄組成物に含まれる。
好適な青味剤及び蛍光顔料の例は、英国特許出願Ｎｏ．２０９４８２６Ａに記載されてい
る。該文献を参照により本明細書に援用する。
【０１２１】
ケーキ抑制剤
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　洗浄組成物が粉末又は固形剤である場合の本発明の幾つかの態様において、ケーキ抑制
剤が前記組成物に添加される。好適なケーキ抑制剤の例は、ｐ－トルエンスルホン酸塩、
キシレンスルホン酸塩、酢酸塩、スルホスクシニル酸塩、タルク、粉末フェニルシリカ、
クレイ、カルシウムシリケート（例えば、Ｍｉｃｏｒ－Ｃｅｌｌ（Ｊｈｏｎｓ　Ｍａｎｖ
ｉｌｅ　Ｃｏ．））、カルシウムカルボネート、及びマグネシウムオキサイドを含む。
【０１２２】
抗酸化剤
　幾つかの態様において、少なくとも１つの抗酸化剤が本発明の組成物に添加される。い
くかの好適な態様において、前記抗酸化剤は、例えば、ｔｅｒｔ－ブチル－ヒドロキシト
ルエン、４，４‘－ブチリデンビス（６－ｔｅｒｔ－ブチル－３－メチルフェノール）、
２，２’－ブチリデンビス（６－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール）、モノスチ
レン化クレゾール、ジスチレン化クレゾール、モノスチレン化フェノール、ジスチレン化
フェノール、及び１，１－ビル（４－ヒドロキシ－フェニル）シクロヘキサンを含む。
【０１２３】
可溶化剤
　幾つかの態様において、本発明の組成物は可溶化剤を含む。前記可溶化剤は、低級アル
コール（例えば、エタノール、ベンゼンスルホネート塩、ｐ－トルエンスルホネート塩等
の低級アルキルベンゼンスルホネート塩）、プロピレングリコール等のグリセロール、ア
セチルベンゼンスルホネート塩、アセトアミド、ピリジンジカルボキシ酸アミド、ベンゼ
ン塩、及び尿素を含むがこれらに限定されない。
【０１２４】
　幾つかの態様において、本発明の洗浄組成物は酸性からアルカリ性の幅広い範囲のｐＨ
で用いられる。幾つかの好適な態様において、本発明の洗浄組成物は約４乃至約１１未満
の中程度の酸性、中性、又はアルカリ洗浄媒体で用いられる。
【０１２５】
　上で説明する成分に加えて、香料、緩衝剤、保存料、顔料等も本発明の洗浄組成物に用
いられる。これらの化合物は当業者に良く知られている量で添加される。
【０１２６】
　幾つかの態様において、本発明の洗浄組成物が粉末である場合、前記組成物は当業者に
良くしられた方法で粉末化される（例えば、スプレードライ法、顆粒製造方法）。幾つか
の好適な態様において、スプレードライ法及び／又はスプレードライ顆粒製造法を用いて
得られた洗剤基剤が用いられる。スプレードライ法により得られた洗剤基剤は製法条件に
より限定されない。幾つかの好適な態様において、前記スプレードライ法は表面活性剤及
びビルダー等の熱耐性成分の水溶性スラリーを加熱空間にスプレーすることにより得られ
たくぼみのある顆粒を製造する。幾つかの態様において、スプレードライの後、香料、酵
素、漂白剤、無機アルカリビルダーが添加される。高密度を用いる幾つかの態様において
、顆粒上の洗剤基剤がスプレードライ顆粒製造法で製造される。この方法においても各種
成分は基剤の調製後に添加される。
【０１２７】
　液体洗剤基剤を用いる幾つかの態様において、前記基剤は均一な溶液である。他の態様
では不均一な分散溶液でもよい。
【０１２８】
　幾つかの態様において、本発明の洗浄組成物は工業的又は家庭用に用いる各種温度、反
応時間、及び液体割合において、布製品（例えば、汚れた洗濯物）とインキュベートされ
る。前記インキュベーション条件（即ち、本発明の洗浄組成物で洗浄すべき物質を処理す
るのに効果的な条件）は当業者に容易に決定される。従って、本発明の洗浄組成物での処
理に効果的な条件は、野生型ペルヒドロラーゼを含む同様の洗剤に用いられる条件と同様
である。
【０１２９】
　上で説明したように、幾つかの態様において、本発明の洗浄組成物は中程度のｐＨで適
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した溶液中に、プレウォッシュとして製剤化され、柔軟性、毛羽立ちの削除、毛羽立ちの
防止、表面繊維の除去、及び／又は洗浄等の所望の改良を提供する。前記洗浄組成物がプ
レｓｏａｋ（プレソーク；前もって浸しておくための製品）（例えば、プレウォッシュ又
はプレトリートメント）である場合、液体、スプレー、ゲル、又はペーストのいずれかの
形態の組成物となり、ペルヒドロラーゼ酵素は通常、約０．００００１重量％乃至約５重
量％の量で用いられる。そのような幾つかの態様において、少なくとも１つの界面活性剤
が任意で用いられる。用いる場合、そのような界面活性剤はプレソークの総重量に対して
、通常、約０．０００５乃至約１重量％の量で含まれる。組成物の残りの部分は従来のプ
レソークに用いられている成分と同様であり、従来用いられているのと同様の量で含まれ
る（例えば、キシャクザイ、緩衝材、他の酵素（例えば、プロテアーゼ）等）。
【０１３０】
洗浄組成物
　本発明の洗浄組成物は各種製品に用いることができる。前記製品は洗濯用製品、硬表面
洗浄製品、自動食器洗い洗浄器製品、並びに、入れ歯、歯、髪、及び／又は皮膚の洗浄の
ための化粧組成物を含む。しかしながら、低い温度の溶液において、高められた洗浄効果
及び色彩安定性を示すという性質により、本発明の酵素は布製品を漂白するような、洗濯
用製品に適している。更に本発明の酵素は顆粒及び液体組成物の両方に用いられる。
【０１３１】
　本発明の酵素は洗浄の添加剤にも用いることができる。本発明の酵素を含む洗浄添加剤
製品は、更なる漂白効果が望まれる洗浄工程に用いることが好ましい。そのようなものは
低い温度で用いる洗浄用製品を含むがこれらに限定されない。幾つかの態様において、添
加剤製品は、単純な形態でもちいられ、本発明の酵素の１つ以上のみを含む。幾つかの態
様において、前記添加剤はペルヒドロラーゼの源を用いて、漂白効果を向上させることが
望まれる洗浄工程に適した投与形態にパッケージされる。幾つかの態様において、１回投
与形態はピル形状のものであり、他の態様においてはタブレット形状であり、前もって計
量された単位でパッケージされている粉末又は液体でもよい。幾つかの好適な態様におい
て、少なくとも１つの充填剤又は担体物質を含ませて、容量を増やす。好適な充填剤又は
担体は、スルフェートの各種塩、カルボネート、シリケート、並びにタルク、クレイ等を
含むがこれらに限定されない。幾つかの態様において、充填剤又は担体は水、又はポリオ
ール又はジオール等の低分子量の１級又は２級アルコールを含む液体である。そのような
アルコールの例は、メタノール、エタノール、プロパノール、及びイソプロピオールを含
むがこれらに限定されない。幾つかの態様において、前記組成物は約５％乃至約９０％の
前述の物質を含む。幾つかの態様において、酸性の充填剤を用いてｐＨを下げる。幾つか
の代替的な態様において、前記洗浄添加剤は少なくとも１つの活性化された過酸素源及び
／又は本明細書で説明する補助的な成分を含む。
【０１３２】
　本発明の洗浄組成物及び洗浄添加剤は本発明により提供される酵素を効果的な量で含ん
でいる。幾つかの特に好適な態様において、酵素の必要量は、Ｍ．ｓｍｅｇｍａｔｉｓペ
ルヒドロラーゼ、変異体、相同体、及び／又は本発明の酵素の活性を有する他の酵素、ア
酵素フラグメントを添加することでも達成することができる。通常、本発明の洗浄組成物
は少なくとも０．０００１重量％、約０．０００１乃至約１重量％、約０．００１乃至約
０．５重量％、更には約０．０１乃至約０．１重量％の本発明の酵素の少なくとも１つを
含む。
【０１３３】
　幾つかの態様において、本発明の洗浄組成物は過酸素源、過酸化水素源、及びこれらの
混合物を含み、前記過酸素の源は、
（ｉ）約０．０１乃至約５０重量％、約０．１乃至約２０重量％、更には約１乃至約１０
重量％の過酸基塩、有機ペルオキシ酸、尿素過酸化水素、及びこれらの混合物；
（ｉｉ）約０．０１乃至約５０重量％、約０．１乃至約２０重量％、更には約１乃至約１
０重量％のカルボヒドレート及び約０．００１乃至約１重量％、約０．００１乃至約０．
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５重量％、約０．０１乃至約０．１重量％のカルボキシレートオキシダーゼ；及び
（ｉｉｉ）これらの混合物、からなる群より選択される。
【０１３４】
好適な過酸基塩はアルカリ金属過硫酸塩、アルカリ金属過ホウ酸塩、アルカリ金属過リン
酸塩、アルカリ金属過硫酸塩、及びこれらの混合物を含む。
【０１３５】
　好適な態様において、前記カルボキシヒドロラーゼ（類）はモノ－カルボヒドレート、
ジ－カルボヒドレート、トリ－カルボヒドレート、オリゴ－カルボヒドレート、及びこれ
らの混合物を含む。好適なカルボヒドレートはＤ－アラビノース、Ｌ－アラビノース、Ｄ
－セロビオース、２－デオキシ－Ｄ－ガラクトース、２－デオキシ－Ｄ－リボース、Ｄ－
フルクトース、Ｌ－フルクトース、Ｄ－ガラクトース、Ｄ－グルコース、Ｄ－グリセロ－
Ｄ－グロ－ヘプトース、Ｄ－ラクトース、Ｄ－キシロース、Ｌ－リクソース、Ｄ－マルト
ース、Ｄ－マンノース、メレジトース、Ｌ－メレジトース、パラチノース、Ｄ－ラフィノ
ース、Ｌ－ラフィノース、Ｄ－リボース、Ｌ－ソルボース、スタキロース、スクロース、
Ｄ－トレハロース、Ｄ－キシロース、Ｌ－キシロース、及びこれらの混合物を含む。
【０１３６】
　好適なカルボキシレートオキシダーゼは、アルドースオキシダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類Ｅ
Ｃ１．１．３．９）、ガラクトースオキシダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類ＥＣ１．１．３．９）
、セロビオースオキシダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類ＥＣ１．１．３．２５）、ピラノースオキ
シダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類ＥＣ１．１．３．１０）、ソルビオースオキシダーゼ（ＩＵＰ
ＡＣ分類ＥＣ１．１．３．１１）及び／又はヘキソースオキシダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類１
．１．３．５）、グルコースオキシダーゼ（ＩＵＰＡＣ分類ＥＣ１．１．３．４）、並び
にこえらの混合物からなる群より選択される。
【０１３７】
　幾つかの工程な態様において、本発明の洗浄組成物は約０．０１乃至約９９．９重量％
、約０．０１乃至約５０重量％、約０．１乃至２０重量％、または約１乃至約１５重量％
のエステル部分を有する分子を含む。前記エステル部分を有する好適な分子は、以下の式
Ｒ１Ｏｘ［（Ｒ２）ｍ（Ｒ３）ｎ］ｐを有し、
式中、Ｒ１はＨ又は置換された、又は未置換のアルキル、ヘテロアルキル、アルケニル、
アリール、アルキルアリール、アルキルへテロアリール、及びヘテロアリールであり、本
発明の１つの側面において、Ｒ１は１乃至５０，０００、１乃至１０，０００、又は２乃
至１００の炭素原子を含み、
各Ｒ２はアルコキシ部分であり、本発明の１つの側面において、各Ｒ２は独立してエトキ
シレート、プロポキシレート、又はブチレート部分であり。
【０１３８】
Ｒ３はエステル形状部分であり、幾つかの態様ではＲ４ＣＯ－で示される部分を有してお
り、Ｒ４はＨ、置換又は未置換のアルキル、アルケニル、アルキニル、アリール、アルキ
ルアリール、アルキルへテロアリール、及びへテロアリールであり、本発明の１つの側面
において、Ｒ４は１乃至２２の炭素原子を含む置換又は未置換のアルキル、アルケニル、
アルキニル部分、４乃至２２炭素原子を含むアリール、アルキルアリール、アルキルへテ
ロアリール、又はヘテロアリール部分であり、あるいはＲ４は置換又は未置換のＣ１乃至
Ｃ２２アルキル部分、あるいはＲ４は置換未置換のＣ１乃至Ｃ１２アルキル部分でる。ｘ
は、Ｒ１がＨである場合１であり、Ｒ１がＨではない場合、Ｒ１の炭素数以下の整数であ
る。ｐはｘ以下の整数であり、ｍは０乃至５０、又は０乃至１８、又は０乃至１２の整数
であり、ｎは少なくとも１である。
【０１３９】
　本発明の１つの態様において、前記エステル部分を有する分子は、式Ｒ１Ｏｘ［（Ｒ２

）ｍ（Ｒ３）ｎ］ｐを有するアルキルエトキシレート又はプロポキシレートである。式中
、Ｒ１はＣ２乃至Ｃ３２の置換又は未置換のアルキル又はヘテロアルキル部分であり、各
Ｒ２は独立して、エトキシレート又はプロポキシレート部分であり、Ｒ３はＲ４ＣＯ－の
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式を有するエステル形成部分であり、該式中、Ｒ４はＨ、あるいは置換又は未置換のアル
キル、アルケニル、アルキニル、アリール、アルキルアリール、アルキルヘテロアリール
、及びへテロアリールである、本発明の１つの側面において、Ｒ４は１乃至２２の炭素原
子を含む置換又は未置換のアルキル、アルケニル、又はアルキル部分、あるいは、４乃至
２２の炭素原子を含む置換又は未置換のアリール、アルキルアリール、アルキルへテロア
リール、又はヘテロアリール、あるいはＲ４は置換又は未置換のＣ１乃至Ｃ２２アルキル
部分、あるいはＲ４は置換又は未置換のＣ１乃至Ｃ１２アルキル部分であり、ｘはＲ１ｎ
ｏ炭素数と同じかまたはこれより少ない整数であり、ｐはｘと同じか又はこれより少ない
整数であり、ｍは１乃至１２の整数であり、ｎは少なくとｍ１つである。
【０１４０】
　本発明の１つの態様において、前記エステル部分を有する分子は、前記エステル部分を
有する分子は、式Ｒ１Ｏｘ［（Ｒ２）ｍ（Ｒ３）ｎ］ｐを有する。記し中Ｒ１はＨ又は１
級、２級、３級又は４級アミン部分であり、前記アミン部分を含むＲ１部分は、置換又は
未置換のアルキル、ヘテロアルキル、アルケニル、アルキニル、アリール、アルキルアリ
ール、アルキルヘテロアリール、及びヘテロアリールから選択され、本発明の１つの態様
において、Ｒ１は１乃至５０，０００炭素原子、１乃至１０，０００炭素原子、又は２乃
至１００炭素原子を含み、各Ｒ２はアルコキシレート部分であり、本発明の１つの態様に
おいて、各Ｒ２は独立してエトキシレート、プポロキシレート、又はブチルキシレート部
分であり、Ｒ３は式、Ｒ４ＣＯ－を有するエステル形成部分であり、該式中Ｒ４はＨある
いは置換又は未置換のアルキル、アルケニル、アルキニル、アリール、アルキルアリール
、アルキルヘテロアリール、及びへテロアリールであり。本発明の１つの態様において、
Ｒ４は１乃至２２の炭素原子を含む置換又は未置換のアルキル、アルケニル、又はアルキ
ニル部分、あるいは、４乃至２２の炭素原子を含む置換又は未置換のアリール、アルキル
アリール、アルキルへテロアリール、又はヘテロエリールであり、あるいはＲ４は置換ま
たは未置換のＣ１乃至Ｃ２２アルキル部分であり、あるいはＲ４は置換又は未置換のＣ１
乃至Ｃ２２アルキル部分である。ｘはＲ１がＨである場合、１であり、Ｒ１がＨではない
場合Ｒ１の炭素数と同じか又はこれよりすくない整数であり、ｐはｘと同じか又はこれよ
り少ない整数ｄであり、ｍは０乃至１２又は１乃至１２の整数であり、ｎは少なくとも１
である。
【０１４１】
　前述の本発明の幾つかの態様において、前記エステル部分を有する分子は約６００，０
００ダルトン未満、３００，０００ダルトン未満、１００，０００ダルトン未満、又は６
０，０００ダルトン未満の重量平均分子量を有する。
【０１４２】
　エステル部分を有する好適な分子はエステル部分を有するポリカルボキシヒドレートを
含む。
【０１４３】
　本明細書で提供される洗浄組成物は、水溶性洗浄工程で用いられるように製剤化される
。該工程の洗浄水は約５．０乃至約１１．５のｐＨ、又は約７．５乃至約１０．５のｐＨ
である。液体製剤は通常約３．０乃至約９．０のｐＨになるように製剤化される。顆粒洗
浄製品は通常約９乃至約１１のｐＨになるように製剤化される。推奨されるｐＨレベルに
制御する技術は緩衝剤、アルカリ、酸等を含み、当業者に良く知られている。
【０１４４】
　幾つかの態様において、本発明の酵素が顆粒組成物又は液体組成物に用いられる場合、
貯蔵の間、前記顆粒又は液体組成物の他の成分から前記酵素を保護するためにカプセル化
された粒子の形態で酵素を適用することが好ましい。更に、カプセル化された酵素は洗浄
工程の間に酵素の利用可能性を制御する手段を提供することにもなる。幾つかの態様にお
いて、カプセル化は酵素の性能を高めることにもなる。その際、酵素は当該分野で知られ
ているカプセル化に適した物質と共にカプセル化される。
【０１４５】
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　カプセル化物質は通常少なくとも１つの酵素をカプセル化する。通常、前記カプセル化
物質は水溶性及び／又は水分散性物質である。幾つかの態様において、前記カプセル化物
質は０℃又はこれよりも高いガラス転移温度を有している（例えば、ＷＯ９７／１１１５
１を参照のこと。特に６頁、２５行目乃至７頁２行目にガラス転移温度が詳述されている
）。
【０１４６】
　幾つかの態様において、前記カプセル化物質はカルボヒドレート、天然ガム、合成ガム
、チキン、キトサン、セルロール、セルロース誘導体、シリケート、フォスフェート、ボ
レート、ポリビニルアルコール、ポリエチレングリコール、パラフィンワックス、及びこ
れらの組合せからなる群より選択される。前記カプセル化物質がカルボヒドレートの場合
、通常、それはモノサッカライド、オリゴサッカライド、ポリサッカライド、及びこれら
の組合せからなる群より選択される。幾つかの好適な態様において、前記カプセル化され
た物質はスターチである（例えば幾つかの好適なスターチについては、ＥＰ０９２２４９
９、米国特許Ｎｏ．４，９７７，２５２、米国特許Ｎｏ．５，３５４，５５９、及び米国
特許Ｎｏ．５，９３５，８２６参照のこと。）。
【０１４７】
　幾つかの好適な態様において、前記カプセル化された物質は可塑化物質から製造された
ミクロスフィアである。前記可塑化物質は熱可塑性物質、アクリルニトリル、メタクリロ
ニトリル、ポリアクリルニトリル、ポリメタクリルニトリル、及びこれらの混合物を含む
がこれらに限定されない。好適な市販のミクロスフィアはＥＸＰＡＮＣＥＬ（商標）（Ｅ
ｘｐａｎｃｅｌ，Ｓｔｏｃｋｖｉｋｓｖｅｒｋｅｎ,　Ｓｗｅｄｅｎ）、ＰＭ　６５４５
、ＰＭ　６５５０、ＰＭ　７２２０、ＰＭ　７２２８、ＥＸＴＥＮＤＯＳＰＨＥＲＥＳ（
商標）、ＬＵＸＳＩＬ（商標）、Ｑ－ＣＥＬ（商標）、及び　ＳＰＨＥＲＩＣＥＬ（商標
）（ＰＱ　Ｃｏｒｐ．，Ｖａｌｌｅｙ　Ｆｏｒｇｅ，ＰＡ）を含む。
【０１４８】
本発明の洗浄組成物の製造工程及びその使用方法
　本発明の洗浄組成物は任意の好適な形状に、任意の工程を選択して製剤化される（例え
ば、　非限定的な例として、米国特許Ｎｏ．５，８７９，５８４；５，６９１，２９７；
５，５７４，００５；　５，５６９，６４５；　５，５６５，４２２；　５，５１６，４
４８；　５，４８９，３９２；　及び５，４８６，３０３参照のこと。参照によりこれら
の文献を本明細書に援用する。）。
【０１４９】
使用方法
　本明細書において開示する洗浄組成物は布製品の洗浄及び／又は表面の洗浄に用いるこ
とができる。通常、洗浄する少なくとも一部分を発明の洗浄組成物の１つの態様である組
成物、又はこれに近い形態、又はその希釈物に、洗浄液中で接触させ、前記部分を任意で
洗浄及び／又はすすぐ。本発明の目的のために、洗浄はスクラビング（擦り洗い）及び機
械的な攪拌を含む。前記布製品は通常の条件で洗浄することがであきる任意の布製品を含
む。本発明の洗浄組成物は通常約５００ｐｐｍ乃至約１５，０００ｐｐｍの濃度で洗浄液
中に用いられる。洗浄溶媒が水である場合、前記水の温度は約５℃乃至約９０℃である。
布製品が洗浄される場合、水対布製品の容量比は約１：１乃至３０：１である。
【０１５０】
実施例
　本発明の好適な態様の実施及びこれを詳述し、本発明の側面を理解するために以下の実
施例を提供する。本発明を以下の実施例に限定することを意図するものではない。
【０１５１】
　以下の実施例において、使用される略語を列挙する；℃（摂氏）；　ｒｐｍ（１分間当
たりの回転数）；Ｈ２Ｏ（水）；ＨＣｌ（塩酸）；ａａ（アミノ酸）；ｐｂ（ベースペア
）；ｋｂ（キロベースペア）；ｋＤ（キロダルトン）；ｇｍ（グラム）；μｇ及びｕｇ（
マイクログラム）；ｍｇ（ミリグラム）；ｎｇ（ナノグラム）；μｌ及びｕｌ（マイクロ
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リットル）；ｍｌ（ミリリットル）；ｍｍ（ミリメートル）；ｎｍ（ナノメートル）；　
μｍ及び
ｕｍ（マイクロメートル）；Ｍ（モル）；ｍＭ（ミリモル）；μＭ及びｕＭ（マイクロモ
ル）；Ｕ（単位）；　Ｖ（ボルト）；ＭＷ（分子量）；ｓｅｃ（秒）；ｍｉｎ（ｓ）（分
）；ｈｒ（ｓ）（時間）；ＭｇＣｌ２（塩化マグネシウム）；ＮａＣｌ（塩化ナトリウム
）；ＯＤ２８０（２８０ｎｍにおける光学密度）；ＯＤ６００（６００ｎｍにおける光学
密度）；ＰＡＧＥ（ポリアクリルアミドゲル電気泳動）；ＧＣ（ガスクロマトグラフィー
）；ＥｔＯＨ（エタノール）；ＰＢＳ（リン酸緩衝生理食塩水［１５０ｍＭ　ＮａＣｌ，
　１０ｍＭリン酸ナトリウム緩衝液,　ｐＨ７．２］）；ＳＤＳ（ドデシル硫酸ナトリウ
ム）；Ｔｒｉｓ（トリス（ヒドロキシメチル）アミノメタン）；ＴＡＥＤ（Ｎ，Ｎ，Ｎ‘
Ｎ’－テトラアセチルエチレンジアミン）；ｗ／ｖ（重量対容量）；ｖ／ｖ（容量対容量
）；Ｐｅｒ（ペルヒドロラーゼ）；ｐｅｒ（ペルヒドロラーゼ遺伝子）；Ｍｓ（Ｍ．ｓｍ
ｅｇｍａｔｉｓ）；ＭＳ（マススペクトトロコピー）；ＢＲＡＩＮ（ＢＲＡＩＮ　Ｂｉｏ
ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　ａｎｄ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｎｅｔｗ
ｏｒｋ，　ＡＧ，　Ｚｗｉｎｇｅｎｂｅｒｇ，　Ｇｅｒｍａｎｙ）；ＴＩＧＲ（Ｔｈｅ　
Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｆｏｒ　Ｇｅｎｏｍｉｃ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ，　Ｒｏｃｋｖｉｌｌ
ｅ，　ＭＤ）；ＡＡＴＣＣ（米国繊維化学者・色彩技術者協会）；ＷＦＫ（ｗｆｋ　Ｔｅ
ｓｔｇｅｗｅｂｅ　ＧｍｂＨ，　Ｂｒｕｇｇｅｎ－Ｂｒａｃｈｔ，　Ｇｅｒｍａｎｙ）；
Ａｍｅｒｓｈａｍ　（Ａｍｅｒｓｈａｍ　Ｌｉｆｅ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，　Ｉｎｃ．　Ａｒ
ｌｉｎｇｔｏｎ　Ｈｅｉｇｈｔｓ，　ＥＬ）；ＩＣＮ（ＩＣＮ　Ｐｈａｒｍａｃｅｕｔｉ
ｃａｌｓ，　Ｉｎｃ．，　Ｃｏｓｔａ　Ｍｅｓａ，　ＣＡ）；Ｐｉｅｒｃｅ（Ｐｉｅｒｃ
ｅ　Ｂｉｏｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，　Ｒｏｃｋｆｏｒｄ，　ＩＬ）；Ａｍｉｃｏｎ　（Ａ
ｍｉｃｏｎ，　Ｉｎｃ．，　Ｂｅｖｅｒｌｙ，　ＭＡ）；ＡＴＣＣ（アメリカン・タイプ
・カルチャー・コレクション,　Ｍａｎａｓｓａｓ，　ＶＡ）；Ａｍｅｒｓｈａｍ（Ａｍ
ｅｒｓｈａｍ　Ｂｉｏｓｃｉｅｎｃｅｓ，　Ｉｎｃ．，　Ｐｉｓｃａｔａｗａｙ，　ＮＪ
）；Ｂｅｃｔｏｎ　Ｄｉｃｋｉｎｓｏｎ（Ｂｅｃｔｏｎ　Ｄｉｃｋｉｎｓｏｎ　Ｌａｂｗ
ａｒｅ，　Ｌｉｎｃｏｌｎ　Ｐａｒｋ，　ＮＪ）；ＢｉｏＲａｄ（ＢｉｏＲａｄ，　Ｒｉ
ｃｈｍｏｎｄ，　ＣＡ）；Ｃｌｏｎｔｅｃｈ（ＣＬＯＮＴＥＣＨ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉ
ｅｓ，　Ｐａｌｏ　Ａｌｔｏ，　ＣＡ）；Ｄｉｆｃｏ　（Ｄｉｆｃｏ　Ｌａｂｏｒａｔｏ
ｒｉｅｓ，　Ｄｅｔｒｏｉｔ，　ＭＩ）；ＧＩＢＣＯ　ＢＲＬ又はＧｉｂｃｏ　ＢＲＬ（
Ｌｉｆｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，　Ｉｎｃ．，　Ｇａｉｔｈｅｒｓｂｕｒｇ，　Ｍ
Ｄ）；Ｎｏｖａｇｅｎ（Ｎｏｖａｇｅｎ，　Ｉｎｃ．，　Ｍａｄｉｓｏｎ，　ＷＩ）；Ｑ
ｉａｇｅｎ（Ｑｉａｇｅｎ，　Ｉｎｃ．，　Ｖａｌｅｎｃｉａ，　ＣＡ）；Ｉｎｖｉｔｒ
ｏｇｅｎ（Ｉｎｖｉｔｒｏｇｅｎ　Ｃｏｒｐ．，　Ｃａｒｌｓｂａｄ，　ＣＡ）；Ｇｅｎ
ａｉｓｓａｎｃｅ（Ｇｅｎａｉｓｓａｎｃｅ　Ｐｈａｒｍａｃｅｕｔｉｃａｌｓ，　Ｉｎ
ｃ．，　Ｎｅｗ　Ｈａｖｅｎ，　ＣＴ）；ＤＮＡ　２．０（ＤＮＡ　２．０，　Ｍｅｎｌ
ｏ　Ｐａｒｋ，　ＣＡ）；ＭＩＤＩ（ＭＩＤＩ　Ｌａｂｓ，　Ｎｅｗａｒｋ，　ＤＥ）；
ＩｎｖｉｖｏＧｅｎ（ＩｎｖｉｖｏＧｅｎ，　Ｓａｎ　Ｄｉｅｇｏ，　ＣＡ）；Ｓｉｇｍ
ａ（Ｓｉｇｍａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ,　Ｓｔ．　Ｌｏｕｉｓ，　ＭＯ）；Ｓｏｒｖ
ａｌｌ（Ｓｏｒｖａｌｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，　ａ　ｓｕｂｓｉｄｉａｒｙ　ｏｆ
　ＤｕＰｏｎｔ　Ｃｏ．，　Ｂｉｏｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｓｙｓｔｅｍｓ,　Ｗｉｌｍ
ｉｎｇｔｏｎ，　ＤＥ）；Ｓｔｒａｔａｇｅｎｅ（Ｓｔｒａｔａｇｅｎｅ　Ｃｌｏｎｉｎ
ｇ　Ｓｙｓｔｅｍｓ，　Ｌａ　Ｊｏｌｌａ，　ＣＡ）；　Ｒｏｃｈｅ（Ｈｏｆｆｍａｎｎ
　Ｌａ　Ｒｏｃｈｅ，　Ｉｎｃ．，　Ｎｕｔｌｅｙ，　ＮＪ）；Ａｇｉｌｅｎｔ（Ａｇｉ
ｌｅｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，　Ｐａｌｏ　Ａｌｔｏ,　ＣＡ）；Ｍｉｎｏｌｔ
ａ（Ｋｏｎｉｃａ　Ｍｉｎｏｌｔａ，　Ｒａｍｓｅｙ，　ＮＪ）；Ｚｅｉｓｓ　（Ｃａｒ
ｌ　Ｚｅｉｓｓ，　Ｉｎｃ．，　Ｔｈｏｒｎｗｏｏｄ，　ＮＹ）；Ｇｅｎｅｎｃｏｒ　（
Ｇｅｎｅｎｃｏｒ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ，　Ｉｎｃ．，　Ｐａｌｏ　Ａｌｔｏ，
　ＣＡ）；Ｅｘｐａｎｃｅｌ（Ｅｘｐａｎｃｅｌ，　Ｓｔｏｃｋｖｉｋｓｖｅｒｋｅｎ，
　Ｓｗｅｄｅｎ）；ＰＱ　Ｃｏｒｐ．（ＰＱ　Ｃｏｒｐ．，　Ｖａｌｌｅｙ　Ｆｏｒｇｅ
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，　ＰＡ）；ＢＡＳＦ（ＢＡＳＦ　Ａｋｔｉｅｎｇｅｓｅｌｌｓｃｈａｆｔ，　Ｆｌｏｒ
ｈａｍ　Ｐａｒｋ，　ＮＪ）；Ｍｏｎｓａｎｔｏ（Ｍｏｎｓａｎｔｏ，　Ｃｏ．，　Ｓｔ
．　Ｌｏｕｉｓ，　ＭＯ）；Ｎｏｖｏｚｙｍｅｓ（Ｎｏｖｏｚｙｍｅｓ　Ａ／Ｓ，　Ｂａ
ｇｓｖａｅｒｄ，　Ｄｅｎｍａｒｋ）；Ｗｉｎｔｅｒｓｈａｌｌ（Ｗｉｎｔｅｒｓｃｈａ
ｌｌ　ＡＧ．，　Ｋａｓｓｅｌ，Ｇｅｒｍａｎｙ）；Ｇｉｓｔ－Ｂｒｏｃａｄｅｓ（Ｇｉ
ｓｔ－Ｂｒｏｃａｄｅｓ，ＮＶ，　Ｍａ　Ｄｅｌｆｉｔ，　Ｔｈｅ　Ｎｅｔｈｅｒｌａｎ
ｄｓ）；　Ｅｎｉｃｈｅｍ（ＥｎｉＣｈｅｍ　Ａｍｅｒｉｃａｓ，　Ｉｎｃ．，　Ｈｏｕ
ｓｔｏｎ，　ＴＸ）；Ｈｕｎｔｓｍａｎ（Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐ．，　Ｓａｌｔ　
Ｌａｋｅ　Ｃｉｔｙ，　ＵＴ）；Ｆｌｕｋａ（Ｆｌｕｋａ　Ｃｈｅｍｉｅ　ＡＧ，　Ｂｕ
ｃｈｓ，　Ｓｗｉｔｚｅｒｌａｎｄ）；及びＤｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ（Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎ
ｉｎｇ，　Ｃｏｒｐ．，　Ｍｉｄｌａｎｄ，　ＭＩ）。
【０１５２】
　洗剤に用いられる物質の追加的な略語を以下に列挙する：
ＬＡＳ：Ｃ１１乃至Ｃ１３直鎖アルキルベンゼンスルホン酸ナトリウム
ＴＡＳ：タロウ（ｔａｌｌｏｗ）アルキル硫酸ナトリウム
ＣｘｙＡＳ：　Ｃ１ｘ　－　Ｃ１ｙ　アルキル硫酸ナトリウム
ＣｘｙＥｚ　：　平均Ｚモルのエチレンオキシドで濃縮したＣ１ｘ　－　Ｃ１ｙの大部分
が直鎖状の１級アルコール　
ＣｘｙＡＥＳ：Ｚモルのエチレンオキシドで濃縮したＣ１ｘ　－　Ｃ１ｙの硫酸アルキル
ナトリウム（追加の物質名は実施例に記載）
ノンイオニック（Ｎｏｎｉｏｎｉｃ）：エトキシレート／プロポキシレート脂肪酸アルコ
ール（例えＰｌｕｒａｆａｃ　ＬＦ４０４）、特に平均エトキシル化が３．８及び平均プ
ロポシキル化が４．５のアルコール　
ＱＡＳ：Ｒ２がＣ１２－Ｃ１４であるＲ２．Ｎ+(ＣＨ３)２(Ｃ２Ｈ４ＯＨ)　
　シリケート：アモルファスケイ酸ナトリウム　(ＳｉＯ２：Ｎａ２Ｏ比=１．６-３．２:
１)　
　メタシリケート：メタケイ酸ナトリウム　(ＳｉＯ２：Ｎａ２Ｏ比=１．０)
ゼオライトＡ：Ｎａ１２(ＡｌＯ２ＳｉＯ２)１２-２７Ｈ２Ｏの式の水和アルミノケイ酸
塩
ＳＫＳ－６：σ-Ｎａ２Ｓｉ２Ｏ５の式の結晶性重構造のシリケート
硫酸塩：無水硫酸ナトリウム　
ＳＴＰＰ：トリポリリン酸ナトリウム
ＭＡ／ＡＡ：平均分子量約７０，０００乃至約８０，０００のアクリレート／マレエート
が４：１のランダムコポリマー
ＡＡ：平均分子量４，５００のポリアクリル酸ナトリウム
ポリカルボキシレート：２，０００乃至８０，０００のＭＷを有するアクリレート、マレ
エート、及びメタクリレート等のカルボキレートモノマーの混合物を含むコポリマー（例
えば、Ｓｏｋｏｌａｎ（商標）、アクリル酸のコポリマー、ＭＷ４，５００；ＢＡＳＦ）
ＢＢｌ：３－(３，４－ジヒドロイソキノリニウム)プロパンスルホネート　
ＢＢ２：ｌ-(３，４-ジヒドロイソキノリニウム)-デカン-2-スルホネート
ＰＢｌ：過ホウ酸ナトリウム一水和物
ＰＢ４：一般式、ＮａＢＯ３．４Ｈ２Ｏの式の過ホウ酸ナトリウム四水和物　
過ホウ酸：一般式、２Ｎａ２ＣＯ３．３Ｈ２Ｏ２の過ホウ酸ナトリウム
ＴＡＥＤ：テトラアセチルエチレンジアミン
ＮＯＢＳ：ナトリウム塩のノナノイルオキシベンザンスルホネート
ＤＴＰＡ：ジエチレントリアミンペンタ酢酸　
ＨＥＤＰ：１，１－ヒドロキシエタンジフォスフォン酸
ＤＥＴＰＭＰ：ジエチルトリアミンペンタ(メチレン)フォスフォネート(例えば、　Ｄｅ
ｑｕｅｓｔ　２０６０（商標）；　Ｍｏｎｓａｎｔｏ)
ＥＤＤＳ：エチレンジアミン－Ｎ，Ｎ’－ジコハク酸,　ナトリウム塩の形態の(S,　S)　
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異性体
ジアミン：ジメチルアミノプロピルアミン；１，６－ｈｅｚａｎｅ（ヘキサン）ジアミン
；１，３－プロパンジアミン；２－メチル－１，５－ペンタンジアミン；　１，３－　ペ
ンタンジアミン；１－メチル－ジアミノプロパン
ＤＥＴＢＣＨＤ：５，　１２－ジエチル－ｌ，５，８，１２－テトラアザビシクロ　６，
６，２ヘキサデカン、ジクロライド、Ｍｎ(ＩＩ)　塩
ＰＡＡＣ：ペンタアミンアセテートコバルト（ＩＩＩ）塩
パラフィン：パラフィンオイル　(例えば、　Ｗｉｎｏｇ　７０（商標）Ｗｉｎｔｅｒｓ
ｈａｌｌ)
パラフィンスルホネート：スルホン酸基で水素原子を置換したパラフィンオイル又はワッ
クス
アルドースオキシダーゼ：オキシダーゼ酵素　（例えば、アルドースオキシダーゼ、ノボ
ザイム）
ガラクトースオキシダーゼ：ガラクトースオキシダーゼ　（例えば、シグマ製のもの）
プロテアーゼ：プロテアーゼ酵素　(例えば、　ＳＡＶＩＮＡＳＥ、ＡＬＣＡＬＡＳＥ（
商標）,　ＥＶＥＲＬＡＳＥ（商標）（以上のノボザイム）、並びにＵＳ　ＲＥ３４，６
０６　の　図　ＩＡ５、ＩＢ５　及び７、並びにカラム１１、１１乃至３７行目に記載の
「プロテアーゼＡ」；ＵＳ５，９５５，３４０及びＵＳ５，７００５６７６の図ＩＡ３、
ＩＢ及び　５並びに表１に記載の「プロテアーゼＢ」；ＵＳ６，３１２５９３６及びＵＳ
６，４８２，６２８の図１乃至３（配列番号３）及びカラム２５、１２行目に記載の「プ
ロテアーゼＣ」；ＷＯ９９／２０７２３に記載の１０１Ｇ／１０３Ａ／１０４Ｉ／１５９
Ｄ／２３２Ｖ／２３６Ｈ／２４５Ｒ／２４８Ｄ／２５２Ｋ(ＢＰＮ‘番号)の変異体である
「プロテアーゼＤ」；ジェネンコーによるＵＳ０４／０３９００６に記載のＡＳＰ　
アミラーゼ：アミラーゼ酵素　(例えば、　ジェネンコーによるＷＯ９４／１８３１４及
びＷＯ９６／０５２９５に記載のＰＵＲＡＦＥＣＴ（商標）ＯｘＡｍ及びノボザイムの　
ＮＡＴＡＬＡＳＥ（商標）、ＴＥＲＭＡＭＹＬ（商標）、ＦＵＮＧＡＭＹＬ（商標）、及
びＤＵＲＡＭＹＬ（商標）)
リパーゼ：脂肪分解酵素　(例えば、ノボザイムのＬＩＰＯＬＡＳＥ（商標）、ＬＢＰＯ
ＬＡＳＥ（商標）ウルトラ　及びＧｉｓｔ－Ｂｒｏｃａｄｅｓの　Ｌｉｐｏｍａｘ（商標
）)　
セルラーゼ：セルラーゼ酵素　(例えば、ノボザイムのＣＡＲＥＺＹＭＥ（商標）、ＣＥ
ＬＬＵＺＹＭＥ（商標）、ＥＮＤＯＬＡＳＥ（商標）)
ペクチンリアーゼ：ノボザイムのＰＥＣＴＡＷＡＹ（商標）及び　ＰＥＣＴＡ　ＷＡＳＨ
（商標）
ＰＶＰ：平均分子量が６０，０００のポリビニルピロリドン
ＰＶＮＯ：平均分子量が５０，０００のポリビニルピロリドンＮ－オキシド
ＰＶＰＶＩ：平均分子量が２０，０００のビニルイミダゾールとビニルプロリドンのコポ
リマー
光沢剤１：ジソディウム　４，４’－ビス(２－スルホスチリル)ビフェニル
シリコン消泡剤：シロキサン－オキシアルキレンコポリマーを分散剤として含むポリジエ
チルシロキサン発泡制御剤、前記制御剤対分散剤の割合は１０：１乃至１００：１である
泡抑制剤：１２％のシリコン／シリカ、１８％のステアリルアルコール、７０％の顆粒状
スターチ
ＳＲＰ１：アニオンでエンドキャップしたポリエステル
ＰＥＧ　Ｘ：分子量Ｘのポリエチレングリコール
ＰＶＰ　Ｋ６０　（商標）：ビニルピロリドンホモポリマー（平均ＭＷ１６０，０００）
Ｊｅｆｉｆａｍｉｎｅ（商標）：ＥＤ－２００１キャップされたポリエチレングリコール
（例えば、ハンツマン（Ｈｕｎｔｓｍａｎ）製）　
Ｉｓａｃｈｅｍ（商標）ＡＳ：分岐アルコールアルキルスルフェート　(例えば、エミケ
ム（Ｅｎｉｃｈｅｍ）製　)
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ＭＭＥ　ＰＥＧ　(２０００)：モノメチルエーテルポリエチレングリコール（ＭＷ２００
０）（例えば、フルカ製）　
ＤＣ３２２５Ｃ：シリコン消泡剤、シリコンオイルとシリカの混合物（例えば、ダウケミ
カル製）
ＴＥＰＡＥ：テトラエチレンペンタアミンエトキシレート
ＢＴＡ：ベンゾトリアゾール
ベタイン：(ＣＨ３)ＳＮ+ＣＨ２ＣＯＯ-
糖：工業用のＤ－グルコース又は食品用の糖
ＣＦＡＡ：Ｃ１２－Ｃ１４アルキルＮ－メチルグルカミド
ＴＰＫＦＡ：Ｃ１２－Ｃ１４先端をカットした脂肪酸（ｔｏｐｐｅｄ　ｗｈｏｌｅ　ｃｕ
ｔ　ｆａｔｔｙ　ａｃｉｄｓ）
クレイ：一般式Ａｌ２Ｏ３ＳｉＯ２・ｘＨ２Ｏを有する水和アルミニウムシリケート（例
えば、カオリン、モントモリロナイト、アタプルガイト、リライト、ベントナイト、ハロ
サイト）
ＭＣＡＥＭ：Ｒ１Ｏｘ[(Ｒ２)ｍ(Ｒ３)ｎ]ｐの式のエステル　
処方ｐＨ：２０℃の１％水溶液中で測定されるｐＨ　
ペルヒドロラーゼ：野生型及び変異体（例えば、Ｓ５４Ｖ）を含むＵＳ　０４/０４０４
３８　に記載の酵素
ＺＰＢ：ヘキサメチレンジアミン　Ｅ２４　ジメチル四テトラスルフェート。
【０１５３】
　以下の実施例において、スペクトロメーターを用いて反応が完了した後に生成された生
成物の吸光度を測定した。反射率計は汚れ見本の反射率を測定するために用いた。他の方
法で定義しない限り、タンパク質濃度はＢＳＡを標準物質として用いてクーマシーブルー
（ピアス）のより測定した。
【実施例１】
【０１５４】
酵素解析
　この実施例では、以下の実施例及び本明細書全体を通じて使用する酵素の精製及び活性
を評価するための方法を説明する。
【０１５５】
酵素活性アッセイ（ｐＮＢアッセイ）
　この活性はｐ－ニトロフェニルブチレートの加水分解により評価する。反応混合物は１
０μｌの１００ｍＭ　ｐ－ニトロフェニルブチレートを９９０ｍｌの、トライトンＸ－１
００を０．１％含む１００ｍＭ　トリスＨＣｌ緩衝液、ｐＨ８．０に添加した。加水分解
のバックグラウンド速度は、酵素を添加する前に４１０ｎｍで測定した。これらの反応は
１０μｌの酵素を９９０ｍｌの基質に添加することにより開始し、室温（～２３℃）にお
ける４１０ｎｍの吸光度の変化を測定した。バックグラウンドを補正した結果をσＡ４１
０／分／ｍｌ、又はσＡ４１０／分／ｍｇタンパク質として報告した。
【０１５６】
　本明細書で提供される酵素の成分の重量は活性タンパク質の総重量に基づいている。全
てのパーセンテージ及び比は他に定義しない限り重量に基づいて計算される。全てのパー
センテージ及び比は他で定義しない限り組成物の総重量に基づいて計算される。
【実施例２】
【０１５７】
過酢酸洗浄組成物のｐＨの影響
　本実施例では、過酢酸洗浄組成物におけるｐＨの効果を評価するための実験を説明する
。
【０１５８】
Ａ．小スケールの汚れの洗浄性能の試験のための方法
　試験のためのシミは市販プロバイダーから入手した（例えば、テストファブリックス）



(31) JP 5486810 B2 2014.5.7

10

20

30

40

50

。目的とする試験のためのシミの種類は市販のＴシャツの汚れたもの、市販のピローケー
スの汚れたもの、紅茶のシミをつけたもの（テストファブリックス、ワイン、ＳＴＣ　Ｃ
ＦＴ　ＣＳ－３でシミをつけたコットン）。市販の汚れ物は２ガロン当たり０．６ポンド
の洗濯工程を行うためのバラストとして用いた。市販の汚れものを集めて、地域の住宅に
より提供された汚れた布から準備された。シミが付いている箇所を同定し、約４インチ×
４インチのシミの部分を標的の汚れ物から切り取った。これらのシミの部分を半分に切り
、2つの洗濯処理の比較のために用いた。
【０１５９】
小スケールでの洗浄工程
準備
　通常、小スケールの洗浄試験は５つの異なる処理を３回繰り返し、１処理当たり標的の
シミについて２回繰り返して、行った。それゆえ、２つのそれぞれ調製されたシミを各処
理に用いた。民生品の汚れ物は各処理が他の処理のそれぞれと対になるようにシミの半分
を処理した。従って、５つの処理は民生品のシミを１０ペア含んでいた。各処理は４つの
半分を含み、比較のために用いた。この民生品のペアワイズ処置は全ての処理において２
回行った。シミは各処理に結合され、重量を測定した。民生品の汚れ物バラスとは最終洗
浄物が０．６ポンドになるように添加された。処理のための組成物の重量を測定し、成分
形態に応じて分割した。３：１のカルシウム対マグネシウムを１ガロン当たり１０，００
０グラム（ｇｐｇ）含む硬度の水を、精製水１Ｌに１８８．５７ｇの塩化カルシウムと６
８．９２グラムの塩化マグネシウムを溶解して調整した。
【０１６０】
洗浄工程
１．５つの小スケールトップオープンタイプの洗浄浴槽に２ガロン（７．７５Ｌ）の６０
ｏＦの脱イオン水を入れる
２．水高度を調べ、６ｐｇｐになるように硬水溶液を入れる
３．処理化合物を各洗浄浴槽に入れ、７５ｒｐｍで攪拌して、試験を開始する
４．ｐＨを測定し１ＮのＮａＯＨ又はＨＣｌで所望のｐＨに調節する
５．攪拌を停止し、シミ及びバラストを添加し、直ちに攪拌を再スタートする
６．シミ見本と製品を１２分洗浄する、ｐＨを洗浄を通じてモニターする
７．排水を行い２分間脱水を行う
８．再び洗浄浴槽に２ガロン（７．７５Ｌ）の６０ｏＦの水を入れ、水硬度を調節する
９．２分間攪拌する
１０．排水を行い２分間脱水を行う
１１．シミ見本及びバラスとを洗濯器から取り出す
１２．全てのシミ見本を集め、パーマネントプレスサイクルで４５分間、中程度の熱で乾
燥機で乾燥する。
【０１６１】
１３．高熱で乾燥機の中でバラストを乾燥し、並べる
１４．シミの見本にアイロンをかけ、評価のために並べる
シミの格付け
　以下で詳述するように、ＰＳＵ格付けシステムを製品の比較のために用いる。各製品は
性能を評価するために試験を行った（例えば、洗浄後のシミの残り具合）。これらの試験
において、幾つかの布製品を配合する製品で洗浄した。洗浄は０乃至４のシェフズ（Ｓｈ
ｅｆｆｓ）スケールを用いたパネルソースユニット（ＲＳＵ）の３人の格付けを行う人に
より視覚的評価により格付けされた
０．　　優先なし
１．　　この製品はよりよいと思う（かもしれない）
２．　　この製品はよりよいと思う
３．　　この製品はよい
４．　　この製品はもっと良い
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　調製されたシミ（例えば、紅茶及びワイン）は総当たり戦で格付けされた、全ての処置
について繰り返された同じサイクルからのシミをお互いに比較した。民生品試験（例えば
、Ｔシャツ、及びピローケース）はペアワイズで格付けされ、異なる２つの試験について
半分の前記シミ見本を比較した。各処理に対する各シミのタイプの処理手段を各処理の各
サンプルの比較を編集して計算した。
【０１６２】
Ｂ．過酸洗浄組成物のｐＨの影響
　小スケールにおける洗浄性能を試験するための方法を用いて汚れたＴシャツ及びピロー
ケース、並びに調製された紅茶のシミの過酸洗浄（洗剤）のｐＨに及ぼす影響を試験した
。５乃至１０のｐＨ範囲において過酸を添加した系と添加しない系で、３回繰り返しの８
つの処理を２セット行った。イオン緩衝能の低い緩衝液を用い、金属イオンをキレートす
る緩衝液を使用しなかった。
【０１６３】
組成物（２ガロン洗浄液中）
３００ｐｐｍＣ１２－Ｃ１３Ｅ６．５酢酸：２．２５ｍｌＣ１２－Ｃ１３Ｅ６．５酢酸
＋／－０．５ｍＭ過酸：１ｍｌ　３．８７Ｍ過酢酸（＋４Ｍ酢酸ストック）、１ｍｌ　７
．５酢酸（無（ｎｉｌ）過酢酸）
５ｍＭ緩衝液：３８ｍｌ　１Ｍ（酢酸　ｐＨ５－６、重炭酸塩ｐＨ７．５－８．５、硼酸
ｐＨ９．２５－１０．５）
６ｐｇｐ硬度の水：Ｃａ：Ｍｇが３：１の１０，０００ｐｇｐ（硬水ストック）を４．５
ｍｌまで
ｐＨを調整するためのＮａＯＨ：７．７５ｍｌ　１Ｎ　ＮａＯＨ（過酸添加の調整のため
）
性能
　図１は汚れたシミ及び調整した紅茶の洗浄能力に対する過酸の影響を示す。この図に示
されるように、過酸の添加及び無添加の系の両方において、全てのシミの全体の洗浄能力
はｐＨが低くなるほどに向上している。洗浄能力における過酸添加についての効力はｐＨ
８乃至９の間で観察された。このｐＨ範囲において、過酸の添加及び無添加の間の洗浄に
おける違いが最も大きかった。このｐＨは８．２の過酸のｐＫａに相当する。低いｐＨの
洗浄上の利益及びｐＨ８－９の過酸漂白の至適範囲は、幅広い範囲のｐＨにおいて洗浄組
成物が洗浄能力を改善していたことを示している。
【実施例３】
【０１６４】
洗浄における動的ｐＨを生成することに対する洗浄能力の評価
　この実施例において、動的ｐＨにおける洗浄条件に含まれる及びアラビノフルラノシダ
ーゼメータを評価するために行う。洗浄における動的ｐＨの生成は洗浄中に滴定可能な物
質の理解を必要とする。（？）洗浄組成物は動的ｐＨを提供するために設計することがで
きるが、布製品の汚れ及び水道水である洗浄媒体は洗浄することが困難な固有の緩衝能を
有している。とはいえ、これらの評価を行うために試験を行った。
【０１６５】
Ａ．動的ｐＨのための汚れたバラストの滴定
　２ガロンの小スケールのトップオープン型の洗浄浴槽に２ガロンの脱イオン水を入れ、
実施例２．Ａの硬水ストックを用いて水の硬度を６ｐｇｐにした。ＬＡＳが１００ｐｐｍ
、クエン酸２０ｐｐｍ、及びトリアセチンが２００ｐｐｍになるように、各成分を添加し
た。各種量のＰＢ１、及び１ｐｐｍのペルヒドロラーゼを、洗浄中に異なるｐＨプロファ
イルを達成するために、各時間に添加した。７５ｒｐｍで攪拌を行い、０．６ポンドの汚
れ物を添加した。攪拌を２０分続け、この間ｐＨをモニターした。
【０１６６】
　図２は、各寮の過ホウ酸、書く量のペルヒドロラーゼを異なる量で添加したときのｐＨ
プロファイルを示す。好ましいｐＨプロファイルは低いペルヒドロラーゼ及び高い加水分



(33) JP 5486810 B2 2014.5.7

10

20

30

40

解活性示す（ＷＴ）５分後に７５ｐｐｍのＰＢ１及び高い効率のペルヒドロラーゼ（Ｓ５
４Ｖ）を１ｐｐｍにすることで達成された。このｐＨプロファイルは６分後に有意に減少
しているが、このときに第一酵素が過酸を生成している。６分後、堅い加水分解活性を有
する酵素を添加することでｐＨが劇的に低下した。
【０１６７】
Ｂ．動的ｐＨを生成することの利益のための基質及び酵素パラメータ
　小スケールでの洗浄性能を試験するための実施例２、パートＡにおける方法を用いて、
洗浄性能における動的ｐＨを生成するための基質及び酵素パラメータを試験した。洗浄性
能は民生のＴシャツピローケース、及び調製された紅茶及びワインのシミについて評価し
た。５つの処理を３回繰り返して行った。高い効率のペルヒドロラーゼ（Ｓ５４Ｖ）及び
引く効率の加水分解活性有するペルヒドロラーゼ（ＷＴ）を洗浄サイクルの各種時間に添
加した。これらの処置を、市販の洗剤、ＴＩＤＥ（商標）、強力洗浄製品（ＨＤＬ）と比
較し、規格化した。
【０１６８】
組成物（２ガロン洗浄液中）
１ｐｐｍペルヒドロラーゼ変異体（Ｓ５４Ｖ）：４７０μｌの１６１００ｐｐｍペルヒド
ロラーゼ変異体（Ｓ５４Ｖ）（１６．１ｍｇ／ｍｌ）
１０ｐｐｍ　ＷＴペルヒドロラーゼ：９６０μｌの１１０００ｐｐｍ　ＷＴペルヒドロラ
ーゼ（１１ｍｇ／ｍｌ）
３００ｐｐｍＣ１２－Ｃ１３Ｅ７酢酸：２２７１ｍｇＣ１２－Ｃ１５Ｅ７酢酸
２００ｐｐｍトリアセチン：１５１４ｍｇトリアセチン（～１．３ｍｌ）
２．２５ｍＭ過酸化水素：１．９４ｍｌの３０％Ｈ２Ｏ２
７５ｐｐｍＰＢ１：５６８ｍｇ　ＰＢ１（０．７５ｍＭ～ｐＨ１０）
２０ｐｐｍクエン酸塩：１．０１ｍｌの１５％クエン酸（０．１ｍＭ　～ｐＨ２）
１００ｐｐｍＬＡＳ：３．９８ｍｌの１９％ＬＡＳ　ｐＨ８．５（ＮａＯＨ中和）
８０ｐｐｍＺＰＢ：６０６ｍｇＺＢＰ
６ｐｇｐ硬度の水：Ｃａ：Ｍｇが３：１の１０，０００ｐｇｐ（硬水ストック）を４．５
ｍｌまで
ベンチマーク：１５４０ｐｐｍＴＩＤＥ（商標）ＨＤＬ：１１．６６ｇ　ＴＩＤＥ（商標
）ＨＤＬ
性能
　図３は各種条件により生成されたｐＨプロファイルを示す。高い加水分解活性（ＷＴ）
を有するペルヒドロラーゼの添加は、十分な酸を生成して、ｐＨを６以下に下げるために
必要であった。高い効率のペルヒドロラーゼ（Ｓ５４Ｖ）を遅れて添加することは、少し
ばかりｐＨを低めたが、洗浄性能に大きく影響した。５分間高い効率のペルヒドロラーゼ
を基質と反応させ、適した活性条件で過酸を生成することにより、高い加水分解活性酵素
により低下したｐＨが汚れ物及びワインシミの洗浄において、最良の洗浄能力を発揮する
好適なｐＨプロファイルとなることが発見された。
【０１６９】
Ｃ．最適な洗浄性能のための酵素パラメータの最適化
　統計的実験計画を用いて酵素及び基質パラメータを最適化した。小スケールでの洗浄能
力をテストするための実施例２、パートＡで定義する方法を用いて。洗浄能力におけ基質
及び酵素パラメータを試験した。洗浄は汚れたＴシャツ、ピローケース、及び調製された
紅茶及びワインのシミについて評価した。５つの処理を４セットについて３回試験を繰り
返して、各種量の高い効率のペルヒドロラーゼ（Ｓ５４Ｖ）とトリアセチンの添加を遅く
することについて評価した。これらの処置はＴＩＤＥ（商標），ＨＤＬ洗剤と比較し、評
価した。
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【表１】

【０１７０】
組成物（２ガロン洗浄液中）
０．１乃至１ｐｐｍペルヒドロラーゼ　Ｓ５４Ｖ：０．１、０．３３、０．５５、０．７
８、１ｍｌの７５７０ｐｐｍ　ペルヒドロラーゼ　Ｓ５４Ｖ
１００乃至３００ｐｐｍトリアセチン：７５７、１１３６、１５１４、１８９３、２２７
１ｍｇのトリアセチン
３００ｐｐｍＣ１２－Ｃ１３Ｅ９酢酸：２２７１ｐｐｍＣ１２－Ｃ１３Ｅ９酢酸
２ｍＭ　過酸化水素：１．７２ｍｌ３０％Ｈ２Ｏ２
１００ｐｐｍ　ＰＢ１：７５７ｍｇ　ＰＢ１（～ｐＨ１０）
２０ｐｐｍクエン酸塩：１５２ｍｇ　クエン酸
１００ｐｐｍ　ＬＡＳ：３．９８ｍｌの１９％ＬＡＳ　ｐＨ８・５（ＮａＯＨ中和）
８０ｐｐｍ　ＺＰＢ　６０６ｍｇ　ＺＰＢ
６ｐｇｐ硬度の水：Ｃａ：Ｍｇが３：１の１０，０００ｐｇｐ（硬水ストック）を４．５
ｍｌまで
ベンチマーク：１５４０ｐｐｍＴＩＤＥ（商標）ＨＤＬ：１１．６６ｇ　ＴＩＤＥ（商標
）ＨＤＬ
　性能
　汚れ物、紅茶及びワインのシミの洗浄が酵素及びトリアセチン濃度に依存するかどうか
を評価した。洗浄サイクル中の洗浄組成物にトリアセチンを３分遅れて添加しても、いず
れの汚れ（シミ）にも有意な洗浄上の効果を示さなかった。汚れ物のＴシャツ、紅茶、及
びワインのシミの洗浄は酵素の濃度に大きく依存していた。このことは大部分の基質を漂
白のための過酸及びｐＨを低めるための酸に転化するためには、１ｐｐｍの高い効率のペ
ルヒドロラーゼを必要とすることを示している。Ｔシャツ及び紅茶のシミの洗浄性能はト
リアセチンの濃度とは関係のないことから、１００ｐｐｍ以上のチルアセチンはわずか１
ｐｐｍの濃度の酵素共に洗浄システムに用いることはない。
【０１７１】
　ワインのシミの洗浄において観察された依存性は、トリアセチンのより高い濃度で酵素
が過酢酸又は酢酸を生成し、洗浄サイクルにおいてシミがより感受性となる、速度効果で
あると解釈できる。
【実施例４】
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【０１７２】
洗浄性能のいける洗剤基質とその効果
　この実施例では、適した基質を評価するために行う実験を説明する。動的ｐＨ洗剤製剤
おけるペルヒドロラーゼ基質は洗浄サイクルの全体にわたって、漂白及びｐＨを低めるた
めの過酸及び酸を生成するために用いられた。
【０１７３】
　トリアセチンは水溶性の基質であり、大量の過酸及び酸を含むバルク溶液を生成するた
めに、重量に対して高い酸のモル比を有することを特徴とする。他の態様において、洗浄
の間にペルヒドロラーゼによって過酢酸に添加されうるエステルに界面活性剤活性性質を
付与することができる、界面活活性エステルを用いることができる。汚れたＴシャツ、ピ
ローケース、及び調製された紅茶及びワインのシミを洗浄における評価をするために４つ
の界面活性エステルを用いた。この４つの界面活性エステルは各種エチレンオキシド鎖を
有する各種アルキル鎖及び末端のエトキシレートの１級アルコールに付加した酢酸エステ
ルを含む。
【０１７４】
　Ｃ１２－Ｃ１３Ｅ９酢酸は１２乃至１３炭素原子を中心にして分布しているアルキル鎖
、９エチレングリコール単位を中心にしたエトキシ分布、及び末端の酢酸からなる。Ｃ１
２－Ｃ１３Ｅ７酢酸は７エチレンオキシド単位を有する１２乃至１５炭素アルキル鎖、及
び酢酸からなる。Ｃ９乃至Ｃ１１Ｅ２。５酢酸は２乃至３エチレンオキシド単位を有する
９乃至１１炭素アルキル鎖及び酢酸からなる。Ｃ９乃至Ｃ１１Ｅ６酢酸は６エチレンオキ
シド単位を有する９乃至１１炭素アルキル鎖及び酢酸からなる。
【０１７５】
　小スケールにおける洗浄性能を試験するための実施例２、パートＡで説明した方法を用
いて、洗浄性能における基質を評価した。この評価には５つの処理を３回繰り返した。こ
れらの処置を市販のＴＩＤＥ（商標）、ＨＤＬ洗剤の洗浄と比較し、規格化した。
【０１７６】
組成物（２ガロン洗浄液中）
１ｐｐｍペルヒドロラーゼＳ５４Ｖ：１ｍｌ７５７０ｐｐｍペルヒドロラーゼＳ５４Ｖ
３００ｐｐｍ各種界面活性エステル：２２７ｍｌＣ１２－１３－Ｅ９、Ｃ１２－Ｃ１５－
Ｅ７、Ｃ９－Ｃ１１－Ｅ２．５、Ｃ９－Ｃ１１Ｅ６．５酢酸
２００ｐｐｍトリアセチン：１５１４ｍｇ　トリアセチン（～１．３ｍｌ）
２．２５ｍＭ　過酸化水素：１．９４ｍｌ３０％Ｈ２Ｏ２
７５ｐｐｍ　ＰＢ１：５６８ｍｇ　ＰＢ１（０．７５ｍＭ～ｐＨ１０）
２０ｐｐｍクエン酸塩：１５２ｍｇクエン酸（０．１ｍＭ～ｐＨ２）
１００ｐｐｍ　ＬＡＳ：３．９８ｍｌの１９％ＬＡＳ　ｐＨ８．５（ＮａＯＨ中和）
８０ｐｐｍＺＰＢ：６０６ｍｇ　ＺＰＢ
６ｐｇｐ硬度の水：Ｃａ：Ｍｇが３：１の１０，０００ｐｇｐ（硬水ストック）を４．５
ｍｌまで
ベンチマーク：１５４０ｐｐｍＴＩＤＥ（商標）ＨＤＬ：１１．６６ｇ　ＴＩＤＥ（商標
）
性能
　図４は各種基質により生成されたｐＨプロファイルを示す、酵素により（生成された）
基質の過酸又は酸又は重量に対する酸のモル数の如何なる違いもｐＨプロファイルに有意
な影響を与えなかった。しかしながら、Ｃ２１－Ｃ１５－Ｅ７酢酸は汚れたＴシャツ及び
ピローケースの洗浄を有意に高めた。より短い基質であるＣ９乃至Ｃ１１Ｅ２．５酢酸及
びＣ９乃至Ｃ１１Ｅ６酢酸は紅茶及びワインの親水性のシミの洗浄能力を高めた。このこ
とは重量に対する酸のモル数の比が高いことに起因しているようであった。しもかかわら
ず、全ての基質と酵素の組合せは紅茶及びワインのシミの洗浄能力を高めていた。
【０１７７】
動的ｐＨ組成物と市販ブランドとの比較
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【実施例５】
【０１７８】
　この実施例では、動的ｐＨ洗剤組成物を比較するために行う。小スケールにおける洗浄
性能を試験するための実施例２、パートＡで説明した方法を用いて、動的ｐＨ洗浄組成物
と市販のＴＩＤＥ（商標）ブランドの洗浄能力を比較した。洗浄性能は汚れたＴシャツ、
ピローケース、及び調製された紅茶及びワインのシミについて評価した。液体ＴＩＤＥ（
商標）オルタネーティブ、市販のＴＩＤＥ（商標）漂白顆粒入り、Ｃ１２－Ｃ１５Ｅ７酢
酸を含む動的ｐＨ洗浄組成物、Ｃ９－Ｃ１１Ｅ２．５酢酸を含む動的ｐＨ洗浄組成物、及
びベンチマークとしてＴＩＤＥ（商標）ＨＤＬの５つの処理について３回繰り返し試験を
行った。タンパク質汚れを含む汚れ物における市販製品と、タンパク質の分解能を等しく
するために、動的ｐＨ組成物にプロテアーゼを添加した。低い効率、高い加水分解活性を
有するペルヒドロラーゼ（ＷＴ）を動的ｐＨ処理に洗浄開始から５分後に添加して、既存
の成分のｐＨプロピレンファイルを最適化した。これらの試験において、セリンプロテア
ーゼＡＳＰも用いた。
【０１７９】
組成物（２ガロン洗浄液中）
１ｐｐｍＡＳＰ変異体Ｒ１８：２９８μｌの２５４００ｐｐｍＡＳＰＲ１８
１ｐｐｍペルヒドロラーゼＳ５４Ｖ：４７０μｌ１６１００ｐｐｍペルヒドロラーゼＳ５
４Ｖ
１ｐｐｍペルヒドロラーゼＷＴ（５分後に添加）：６９０μｌの１１０００ｐｐｍペルヒ
ドロラーゼＷＴ洗浄サイクルの５分時点で添加
３００ｐｐｍ各種エステル基質：２２７１ｍｇＣ９乃至Ｃ１１－Ｅ２．５、Ｃ１２－Ｃ１
５Ｅ７酢酸
１００ｐｐｍトリアセチン：１５１４ｍｇトリアセチン（～１．３ｍｌ）
２．２５ｍＭ過酸化水素：１．９４ｍｌ３０％Ｈ２Ｏ２
７５ｐｐｍＰＢ１：５６８ｍｇＰＢ！（０．７５ｍＭ～ｐＨ１０）
２０ｐｐｍクエン酸塩：１．０１ｍｌの１５％クエン酸（０．１ｍＭ～ｐＨ２）
１００ｐｐｍＬＡＳ：３．９８ｍｌの１９％ＬＡＳ　ｐＨ８．５（ＮａＯＨ中和）
８０ｐｐｍＺＰＢ：６０６ｍｇＺＰＢ
６ｐｇｐ硬度の水：Ｃａ：Ｍｇが３：１の１０，０００ｐｇｐ（硬水ストック）を４．５
ｍｌまで
ベンチマーク：１５４０ｐｐｍＴＩＤＥ（商標）ＨＤＬ：１１．６６ｇ　ＴＩＤＥ（商標
）
１５４０ｐｐｍ液体ＴＩＤＥ（商標）ブリーチアルタネイティブ（ＬＴＢＡ）：１１．６
６ｇＬＴＢＡ
９７０ｐｐｍ顆粒ＴＩＤＥ（商標）漂白剤入り：７．３４ｇ顆粒ＴＩＤＥ（商標）漂白剤
入り
性能
　図５は各種条件下で生成されるｐＨプロファイルを示す。前記動的ｐＨ洗浄組成物は基
質に関わらず、洗浄サイクルの間、ｐＨ９乃至５．５において直線的なｐＨプロファイル
を示した。市販のＴＩＤＥ（商標）製剤のｐＨプロファイルは（商標）試験汚れ物及びシ
ミのバラストを添加した後に、それらの固有の緩衝能により有意に低下したが、その後の
ｐＨは一定していた。液体ＴＩＤＥ（商標）製剤はｐＨ７．５で維持されており、顆粒Ｔ
ＩＤＥ（商標）漂白剤入りはｐＨ１０．２５の洗浄ｐＨに維持されていた。動的ｐＨ洗浄
組成物は汚れたＴシャツ及びピローケース、並びに調製された紅茶及びワインのシミの洗
浄において市販のＴＩＤＥ（商標）液体製剤よりも優れていた。Ｃ１２乃至Ｃ１５Ｅ７酢
酸基質を含む動的ｐＨ洗浄組成物は、汚れ物及び紅茶及びワインのシミの両方において顆
粒ＴＩＤＥ（商標）漂白剤入りと同等の結果を示した。
【実施例６】
【０１８０】
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　以下の実施例において、各種洗浄組成物を試験した。これらの製剤について、酵素レベ
ルは別途定義しない限り、組成物の総重量に対する精製酵素の量で表す。洗浄成分は組成
物生物全体に対する重量で表す。
【０１８１】
　以下の液体選択用洗剤組成物を調整した。
【表２】
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【０１８２】
　組成物（Ｉ）乃至（Ｖ）のｐＨは約９乃至約１０で、水酸化ナトリウムを添加してｐＨ
を調整した。
【０１８３】
　更に、本発明のハンドウォッシュ洗浄組成物を以下のように調製した。
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【表３】

【０１８４】
組成物（Ｉ）乃至（ＶＩ）のｐＨは約８乃至約９で、水酸化ナトリウムを添加してｐＨを
調整した。
【０１８５】
更に、本発明の液体自動食器洗浄器用組成物を以下のように調製した。
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【表４】

【０１８６】
組成物（Ｉ）乃至（Ｖ）のｐＨは約９乃至約１０で、水酸化ナトリウムを添加してｐＨを
調整した。
【０１８７】
本発明の洗濯用組成物を以下のように調整した。これらの組成物は、幾つかの好適な態様
において、顆粒又はタブレットの形状である。
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【表５】

【０１８８】
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ＭＯ－ｅｋ段落番号をつけないようにお願いします。
【０１８９】
水分／硫酸ナトリウム及び／又は、香料、顔料、光沢剤、ＳＲＰ１、カルボキシメチルセ
ルロース、光退色剤、ＭｇＳＯ４、ＰＶＰＶＩ、泡抑制剤、高分子量ＰＥＧ、クレイ等の
マイナー成分で１００％にする。
【０１９０】
＊ ＊ＭＣＡＥＭはＣ９－Ｃ１１Ｅ２．５酢酸塩、［Ｃ１２Ｈ２５Ｎ（ＣＨ３）（ＣＨ２
ＣＨ２ＯＡｃ）２］＋Ｃｌ－、（ＣＨ３）２ＮＣＨ２ＣＨ２ＯＣＨ２ＣＨ２ＯＡｃ、又は
これらの混合物から選択される。
【０１９１】
本発明の液体洗濯用洗浄組成物を以下のように調製した。
【表６】
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　組成物（Ｉ）乃至（Ｖ）のｐＨは約９乃至約１０で、水酸化ナトリウムを添加してｐＨ
を調整した。
【０１９２】
　本発明のコンパクト高密度食器洗い洗剤を以下のように調製した。
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【表７】

＊ 光沢剤、顔料、ＳＲＰ１、カルボキシメチルセルロースナトリウム、光漂白剤、Ｍｇ
ＳＯ４、ＰＶＰＶＩ、泡抑制剤、高分子量ＰＥＧ、クレイ
組成物（Ｉ）乃至（Ｖ）のｐＨは約９乃至約１０であった。
【０１９３】
　本発明のタブレット洗浄組成物を標準的な１２ヘッドのロータリープレスを用いて１３
ＫＮ／ｃｍ２の圧力で顆粒洗浄組成物を圧縮して、以下のように調製した。
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【表８】

光沢剤、顔料、ＳＲＰ１、カルボキシメチルセルロースナトリウム、光漂白剤、ＭｇＳＯ
４、ＰＶＰＶＩ、泡抑制剤、高分子量ＰＥＧ、クレイ
　組成物（Ｉ）乃至７（ＶＩＩＩ）のｐＨは約９乃至約１０であった。
【０１９４】
　７（Ｉ）乃至７（ＶＩＩＩ）の組成物の重量は約２０グラム乃至３０グラムであった。
【０１９５】
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　以下の液体硬表面洗浄組成物を以下のように調製した。
【表９】

【０１９６】
　組成物（Ｉ）乃至（Ｖ）のｐＨは約８．５乃至約９．５で、水酸化ナトリウムを添加し
てｐＨを調整した。
【０１９７】
　本明細書で言及した全ての特許及び文献は、本発明の属する技術分野の当業者の技術常
識の水準を示すために用いる。本明細書の説明に用いられる範囲で、参照された特許及び
文献は本明細書に援用される。
【０１９８】
　本明細書において説明されている好適な態様を参照して、本発明の構成に各種変更を加
えることは当業者が容易になし得ることである。そのように変更を加えられた発明も本発
明の範囲内に属するものである。
【０１９９】
　当業者は本発明が、本明細書で言及され、並びに内在する本発明の目的及び利益を達成
するのに好適であることを理解している。本明細書で説明する組成物及び方法は好適な態
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様の一例、及び例示であり、本発明の範囲をこれらに限定されない。当業者は、本発明の
範囲及び精神から逸脱しない範囲で各種変更及び変法を提供することが可能である。
【０２００】
　本明細書で説明される発明は、本明細書で特定されていない任意の要件、限定がなくて
も実施することができる。本明細書で用いられている用語及び表現は説明のために用いる
のであり、限定のために用いるのではない。このような用語及び表現の使用について、こ
れらの等価物を排除することは意図しておらず、このような等価物は本発明の範囲内であ
る。従って、本発明を好適な態様及び目にみえる特徴により特定してはいるが、開示され
ている本発明の技術的思想の変更及び変法も当業者には容易になし得ることができ、その
ような変更及び変法は添付の特許請求の範囲により定義されている本発明の範囲内である
。
【０２０１】
　本発明は幅広く一般化して説明されている。より狭い範囲のもの及び下位グループに属
するものも本発明の一部分である。削除された構成が本明細書で開示されているか否かに
関わらず、総括的な請求の範囲から任意の主題を削除する、正の限定又は負の限定を伴う
一般的記載を含むものである。
【図面の簡単な説明】
【０２０２】
【図１】図１Ａ乃至Ｃは過酢酸を用いて洗浄能力におけるｐＨの影響を示したグラフであ
る。パネルＡｈａＴシャツの結果を、パネルＢはピローケースの結果を、パネルＣは紅茶
のシミの結果をします。
【図２】図２はディンギーバラスト（ｄｉｎｇｙ　ｂａｌｌａｓｔ）に対する滴定曲線を
示したグラフである。
【図３】図３Ａ乃至Ｃは動的ｐＨのを制御における基質－酵素パラメータを示すグラフで
ある。パネルＡはｐＨは処理のｐＨプロファイルを示す。パナルＢは親水性の汚れを含む
Ｔシャツ、ピローケース、及び／又はこれらのデータの平均値を示す。パネルＣは親水性
の汚れを含むワイン、紅茶、及び／又はこれらの平均値を含む。
【図４】図４Ａ乃至Ｃは基質を洗浄性能を影響を調べるための実験の結果を示す。パネル
Ａは処置のｐＨプロファイルを示す。パナルＢは親水性の汚れを含むＴシャツ、ピローケ
ース、及び／又はこれらのデータの平均値を示す。パネルＣは親水性の汚れを含むワイン
、紅茶、及び／又はこれらの平均値を含む。
【図５】図５Ａ乃至Ｃは動的ｐＨ洗剤及び市販の洗剤の洗浄性能の比較を示すグラフを提
供する。パネルＡは処置のｐＨプロファイルを示す。パナルＢは親水性の汚れを含むＴシ
ャツ、ピローケース、及び／又はこれらのデータの平均値を示す。パネルＣは親水性の汚
れを含むワイン、紅茶、及び／又はこれらの平均値を含む。
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